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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 主要な連結経営指標等の推移

 

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月

売上高 (千円) 9,240,762 10,514,143 7,668,004 8,484,434 8,329,818

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) △812,251 △269,652 98,840 16,765 △265,081

親会社株主に帰属する
当期純利益
又は親会社株主に帰属
する当期純損失（△）

(千円) △818,953 △420,255 77,480 △185,183 △468,978

包括利益 (千円) △830,369 △446,270 98,811 △185,183 △468,978

純資産額 (千円) 5,908,968 5,342,176 5,330,536 4,788,007 4,111,265

総資産額 (千円) 12,841,060 12,173,406 12,207,633 11,857,160 10,898,157

１株当たり純資産額 (円) 494.79 446.12 451.81 404.37 366.71

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △68.57 △35.13 6.50 △15.66 △41.46

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.0 43.9 43.7 40.4 37.7

自己資本利益率 (％) △12.7 △7.5 1.5 △3.7 △10.5

株価収益率 (倍) △5.72 △6.97 43.39 △12.71 △4.90

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △427,225 △147,524 △651,048 △334,977 △444,002

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 840,886 △67,883 433,771 △742 △59,170

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △287,076 115,432 923,445 17,399 △233,269

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 3,674,766 3,574,791 4,280,960 3,962,639 3,226,196

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
571 575 550 537 496

〔7〕 〔5〕 〔5〕 〔21〕 〔36〕
 

(注) １　第50期以降は「株式給付型ＥＳＯＰ」制度において信託口が保有する当社の普通株式を、１株当たり純資産

額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、１株当たり当期純利益の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第51期の期首から適用してお

り、第51期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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(2) 提出会社の主要な経営指標等の推移

 

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月

売上高及び営業収益 (千円) 9,293,751 10,566,591 7,718,765 4,130,136 589,200

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) △837,032 △151,268 290,245 △217,049 83,321

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) △836,020 △289,455 93,595 △255,916 △447,393

資本金 (千円) 1,215,949 1,215,949 1,215,949 1,215,949 100,000

発行済株式総数 (株) 15,498,200 15,498,200 15,498,200 15,498,200 12,498,200

純資産額 (千円) 5,311,581 4,896,869 4,880,013 4,266,752 3,611,594

総資産額 (千円) 8,246,030 7,870,983 8,381,997 5,814,939 5,123,983

１株当たり純資産額 (円) 444.77 408.93 413.62 360.35 322.14

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

18.00 8.00 6.00 6.00 6.00
(12.00) (5.00) (3.00) (3.00) (3.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △70.00 △24.20 7.85 △21.64 △39.55

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.4 62.2 58.2 73.4 70.5

自己資本利益率 (％) △14.2 △5.7 1.9 △5.6 △11.4

株価収益率 (倍) △5.60 △10.13 35.92 △9.19 △5.13

配当性向 (％) ― ― 76.4 ― ―

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
571 575 550 33 33

〔7〕 〔5〕 〔5〕 〔－〕 〔－〕

株主総利回り
(比較指標：配当込み
TOPIX)

(％)
（％）

53.5 35.3 40.9 30.9 32.2
（95.0） （85.9） （122.1） （124.6） （131.8）

最高株価 (円) 777 418 330 313 258

最低株価 (円) 321 194 200 196 197
 

(注) １　第50期以降は「株式給付型ＥＳＯＰ」制度において信託口が保有する当社の普通株式を、１株当たり純資産

額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、１株当たり当期純利益の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　最高・最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであり、2022年４月４日

以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。

４　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第51期の期首から適用してお

り、第51期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

５　当社は、2021年10月1日付で持株会社体制に移行しているため、第51期の主な経営指標等は、第50期と比較

して大きく変動しております。
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２ 【沿革】

当社の前身は、1967年９月に現・千葉市稲毛区において個人創業した「京呉服まるかわ」であります。事業の急速

な拡大に伴い、1971年８月に法人組織に改組し商号を「株式会社マルカワ」といたしました。その後、商号は「株式

会社まるかわ」を経て1989年７月に「京都きもの友禅株式会社」に変更し、呉服販売における大手小売販売会社の一

角として現在に至っております。

なお、2021年10月1日付で持株会社体制へ移行し、同日付で商号を「株式会社YU-WA Creation Holdings」へ変更い

たしました。

 

年月 沿革

1971年８月 千葉市稲毛区に、株式会社マルカワを設立。

1977年２月
割賦販売法による前払式特定取引業者としての認可を受けた株式会社まるかわおしゃれ会(現株
式会社京都きもの友禅友の会、現連結子会社)を友の会組織としての子会社として設立。

1979年４月 東京事務所(実質的な本社機能)を東京都中央区に開設。

1981年７月 商号を「株式会社まるかわ」に変更。

1987年２月 当社の都内での販売拠点として「東京本館」を、東京都中央区日本橋馬喰町に開店。

1989年７月 商号を、「京都きもの友禅株式会社」に変更。

1993年１月 「東京本館」を東京都中央区日本橋小伝馬町の自社新築ビルに移転。

1993年10月 振袖のレンタル取扱開始。

1995年１月 本社事務所を東京都中央区日本橋大伝馬町の現在地に移転。

1996年２月 本店所在地を千葉市より現在の東京都中央区日本橋大伝馬町に変更登記。

1997年10月 「友の会」会員数が３万人を突破。

1999年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

2000年11月 東京証券取引所市場第２部に株式を上場。

2002年３月 東京証券取引所市場第１部に指定替。

2004年10月 「友の会」会員数が５万人を突破。

2004年11月
当社の顧客等に対して販売代金等の割賦販売斡旋業務を行うＫＹクレジットサービス株式会社を
設立。

2010年４月 ＫＹクレジットサービス株式会社を吸収合併。

2013年２月 「友の会」会員数が７万人を突破。

2018年10月 自社ビル「東京本館」を売却し、移転。

2020年７月 ＥＣ事業の開始。

2021年７月 自社写真スタジオ「プレミアムフォトスタジオ クラネ」を開店。

2021年10月 持株会社体制へ移行し、商号を「株式会社YU-WA Creation Holdings」へ変更。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより市場第一部からスタンダード市場へ移行。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社である京都きもの友禅株式会社及び株式会社京都きもの友禅友の会の３社によ

り構成されており、呉服等の販売を主たる業務としております。

なお、当社は、特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規模と

の対比で定められる数値基準については連結ベースの計数に基づいて判断することとなります。

当社及び当社の関係会社の事業における当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであ

ります。なお、セグメントと同一の区分であります。

 

(1)　和装店舗運営事業

京都きもの友禅株式会社（連結子会社）

　振袖等を中心とした呉服販売を主とし、それに関連する宝飾品等の販売及び呉服等のレンタルを行い、全

国チェーン展開による小売業を営んでおります。

また、顧客に対して販売代金等の割賦販売業務を行っております。

株式会社京都きもの友禅友の会（連結子会社）

　割賦販売法に基づき会員積立業務を営む前払式特定取引業者であり、入会会員には毎月一定額を積み立て

て頂く「お買物カード」を発行し、積立金利用の際には積立金額にボーナス分をプラスすることによって、

京都きもの友禅株式会社の販売促進の助成(呉服販売の取次ぎ―割賦販売法第２条第５項)を行っておりま

す。

 

(2)　その他事業

京都きもの友禅株式会社（連結子会社）

和装店舗運営事業に付随した事業として、写真スタジオ事業、ＥＣ事業、ネイルサロン事業、オンラインス

クール事業を行っております。

 

事業の系統図は、次の通りであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

京都きもの友禅株式会社
（注）２、３

東京都中央区 10,000
和装店舗運営事業
その他事業

100.0

経営管理
資金の援助
役員の兼任…５名
債務被保証
従業員の出向

株式会社京都きもの友禅友の会 東京都中央区 100,000 和装店舗運営事業 100.0
経営管理
役員の兼任…３名
債務被保証

 

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　特定子会社であります。

３　京都きもの友禅株式会社の売上高については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高

に占める割合が10％を超えております。

　　主要な損益情報等　①売上高　　        8,342,717千円

　　　　　　　　　　　②経常利益　　      △391,653千円

　　　　　　　　　　　③当期純利益　      △568,635千円

　　　　　　　　　　　④純資産額　        △410,705千円

　　　　　　　　　　　⑤総資産額　        4,898,504千円

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2023年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

和装店舗運営事業 443[10]

その他事業 20[26]

全社（共通） 33[―]

計 496[36]
 

(注) １　連結子会社である株式会社京都きもの友禅友の会は、営業活動並びに事務処理等全て提出会社に委託してお

り、従業員はおりません。

２　従業員は就業人員であり、定時社員は[　]内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。

３　全社（共通）は、経営管理部門の従業員数であります。

 

(2) 提出会社の状況

2023年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

33[－] 42.4 11.0 4,350
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

全社（共通） 33[―]

計 33[―]
 

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

　　 ２　従業員は就業人員であり、定時社員は［　］内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①提出会社

当事業年度

管理職に占める
女性労働者の割合

(％)(注１)

男性労働者の
育児休業取得率
（％）(注１)

労働者の男女の
賃金の差異(％)(注１、２)

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

12.0 0.0 59.4 58.3 64.1
 

(注) １　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２　労働者の人員数について労働時間を基に換算し算出しております。

 
②連結子会社

当事業年度

名称
管理職に占める
女性労働者の割合

(％)(注１)

男性労働者の
育児休業取得率
（％）(注１)

労働者の男女の
賃金の差異(％)(注１、２)

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

京都きもの友禅
株式会社

22.9 0.0 69.9 65.3 98.4
 

(注) １　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２　労働者の人員数について労働時間を基に換算し算出しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 経営方針・経営戦略等

当社グループは、「日本の女性の美と夢と心のやすらぎを創造することを永遠のテーマとする」、「それを実現

するために互いに協調し、自己の向上をはかることを最大の喜びとする」を基本理念としております。

　日本古来の伝統文化である「きもの」の普及に貢献し、「きもの」という商品の販売を通じて、お客様の喜びと

社員の幸せを一体として実現させることに当社の存在意義があると考えております。

　この理念を受けて、当社企業グループにおいては、安定的な成長をいかに続けることができるかを目標に、「お

客様の喜び・満足」、「当社の利益の確保」、「株主への還元」の３つを同時充足させることが必要と考えており

ます。

 

(2) 経営環境及び対処すべき課題

呉服小売市場における環境に関しましては、原材料やエネルギー価格の高騰に起因する物価上昇、人手不足の深

刻化など引き続き不透明な状況ではありますが、2023年5月から新型コロナウイルス感染症の分類が5類に引き下げ

られ、それに伴い行動制限も緩和されていることから経済活動の正常化及び活性化の期待が高まります。

当社グループが業績回復を図り、持続的な成長を実現するためには、今後更なる受注の拡大及び費用構造の見直

しにより収益力を向上させることが必要となっており、さらに、中期的な成長のために既存の和装事業に加えて、

その他事業の強化にも取り組んでまいります。そのために対処すべき課題は以下の通りです。

① 和装事業の効率化による収益向上

　振袖販売及びレンタルにおいて、お客様の多様なニーズの変化に伴う販売単価の低下、及び物価上昇に伴う消費

マインドの低下による来店客数の減少が課題となっております。集客に対するマーケティング組織の構築、お客様

への広告施策の見直し、お客様ニーズに合わせた商品企画、及び販売施策により競合他社との差別化を図り、受注

の改善に努めます。

② 人材の確保、育成

　振袖及び一般呉服販売業務は、接客技術及び商品知識能力がお客様成約率及び販売単価に大きく影響します。

よって、教育体制の整備、教育担当者の育成、体系的な商品知識学習教育、及び人材教育研修の充実化を図って参

ります。

　また、特に一般呉服販売において、お客様との継続した関係が安定した売上確保の重要な要因となります。よっ

て、社員が安心して販売業務に注力できるように人事制度の改定、多様な個が活躍できる環境の整備、中途採用後

の教育・サポート体制など安心して働ける環境を整備し、社員定着率向上を図ってまいります。

③ その他事業の強化

　中長期的な成長のために、既存事業に加えて主に写真スタジオ事業及びEC事業の営業活動を強化してまいりま

す。写真スタジオ事業に関しましては、和装店舗との相互送客を強化し、集客力の向上を図るとともにサービス内

容を改善し、単価向上を目指してまいります。EC事業に関しましては、商品ラインナップの拡充を中心に更なる売

上向上を図ります。また、本業である和装事業とのシナジー効果が見込める事業化に取り組み、既存顧客の活性化

及び新規顧客の獲得に努めてまいります。

 

２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループは、創業当初より女性の美と夢と心のやすらぎを創造することを永遠のテーマとしております。人生

の晴れ舞台である成人式でお嬢様が着られる振袖をご縁として、お客様と永くご支持いただける会社創りに取り組ん

でおります。そのために、事業活動を通じて環境問題、社会問題への対応等を通じ持続可能な社会実現に貢献いたし

ます。

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。
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① ガバナンス

国際情勢及び外部環境に伴う社会的な課題の変化、当該変化に伴うリスク、及び中長期的な企業価値向上の観点

から、役員及び社員のサステナビリティに関する意識を高め、適切な対応をしていく方針としております。

サステナビリティに関する課題、また課題に対応するための計画立案、進捗管理については適宜、経営会議にお

いて協議・決定されております。また、取締役会において、その内容を各担当取締役より報告することとしており

ます。

 

② 戦略

（環境配慮への取り組み）

環境問題への配慮として、きもののお手入れ、お直しサービスを強化し、きものが本来持つサステナブルな価値

の推進に取り組んでおります。その他、きもの、宝飾品のリユースや、アップサイクル商品開発の検討など、施策

の実施、企画検討を進めております。

 
（人材の育成及び社内環境整備に関する方針）

当社グループは、社員個人がより成果が出せる能力開発及び教育体制と組織力の向上に貢献できる人材育成を推

進しております。また、社員が長く安心して働ける多様性を重視した労働環境の改善を実施し、社内環境整備を進

めております。具体的には以下の通りとなります。

 
a.販売員

呉服販売においては、高い接客技術及び商品知識能力が求められます。そのため、体系的に商品知識を学習でき

る教育体制の整備や教育担当者の育成に取り組んでおります。また、社員が販売業務に注力できるよう、人事制度

の改定や中途採用後の教育・サポート体制構築など、安心して働くことのできる環境の整備に努めております。

 
b.採用方針等

当社グループでは性別や年齢に隔たりのない人材の登用を推進しております。特に呉服販売という職制上、全体

的に女性社員が多く在籍しておりますが、性別や年齢を不問とし、幅広い人材を採用し、入社後活躍しておりま

す。また、次世代経営幹部候補者育成の観点から、同様に性別、年齢を問わず管理職への登用を実施しておりま

す。

 
c.働き方

社員の多様性を重視し、積極的に働き方改革を実施しております。たとえば、ライフステージに合わせ育児短時

間期間の延長、テレワーク運用やフレックスタイム制度の導入、高年齢者に対する柔軟な働き方対応など社員が自

由に働き方を選択でき、個性を生かせる労働環境作りに取り組んでおります。

 
③ リスク管理

当社グループでは、全社的なリスクを特定し、リスクの顕在化を防止するため、各部門でリスクを含めた検討を

実施するとともに、適宜、リスク管理委員会に共有・報告しています。リスク管理委員会では、リスクの重要度や

対応する責任者（リスクオーナー）を定め、リスクの重要度に鑑み、対策指示等を行い、状況を取締役会に報告し

ます。内部監査室はこれら全体のリスク管理体制・状況を独立した立場から確認、監督します。

 

④ 指標及び目標

二酸化炭素排出量の削減目標など具体的な数値管理は行っておりませんが、②戦略の項目に記載のとおり、当社

グループが事業活動を継続する中で実現可能な施策を通じ、環境負荷低減、脱炭素社会の実現に貢献してまいりま

す。

また、当社グループでは、上記「② 戦略」において記載した、人材の育成に関する方針及び社会環境整備に関す

る方針に関する指標については、当社においては関連する指標のデータ管理とともに、具体的な取組みが行われて

いるものの、連結グループに属するすべての会社では行われていないため、連結グループにおける記載が困難であ

ります。このため、次の指標における目標及び実績は、連結グループにおける主要な事業を営む京都きもの友禅㈱

のものを記載しております。

指標 目標 実績（当事業年度）
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管理職に占める女性労働者の割合 2030年までに30％ 22.9％
 

 

３ 【事業等のリスク】

当社グループの業績は、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性があります。以下において、

当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。

当社はこれらリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防及び発生した場合の対応に努める方針であります。

なお、当該リスク情報につきましては、当連結会計年度末現在の判断によるものであり、また、当社グループの事

業上のリスクの全てを網羅するものではありません。

(1) 少子化について

売上全体に占める「振袖」販売及びレンタルの割合が２割近くを占めております。少子化の進行に伴って新成人

が減少しており、今後も継続して同様の傾向が継続する場合、当社業績にもその影響を及ぼす可能性があります。

(2) 人材の確保及び育成について

当社グループは、事業の拡大に応じて優秀な人材を適時に確保、育成してゆくことが重要であると考えておりま

す。しかし、要員計画数を下回る採用状況等が生じた場合において、当社グループ業績に重要な影響を及ぼす可能

性があります。

(3) 減損損失について

当社グループが保有する固定資産を使用している店舗の営業損益が悪化し、かつ短期的にその状況の回復が見込

まれない場合、減損会計の適用により当該固定資産に対して減損損失が発生し、当社グループの業績及び財政状況

に影響を与える可能性があります。

(4) 個人情報保護法について

個人情報保護法の規制及び2022年４月施行の個人情報保護法の改正により、現在行っている販売促進のためのダ

イレクトメール発送に対する個人情報（住所、氏名等）の入手可能件数は、年々減少すると予測されます。また、

個人情報の入手コストが増加することも予測されます。このため当社グループにおいては、ダイレクトメール発送

以外に、デジタルマーケティング施策を強化し、広告宣伝の効率化を行う組織体制へのシフトを進めております。

ただし、広告宣伝の手法により当該費用が増加し、当社の業績に影響を与える可能性があります。

また、今後、個人情報保護法の規制が更に強化された場合、当社グループのダイレクトメールを利用した営業戦

略に影響が出る可能性があります。

(5) 個人情報の管理について

顧客データベースへのアクセス環境、セキュリティシステムの改善を担当部署で対策を常に検討し、個人情報保

護対策に万全を期しております。また、個人情報の取り扱いに対する意識の向上を目的とした社員教育、アクセス

権限設定、相互牽制システムの構築など、内部管理体制についても強化しております。

現在、個人情報の流出は発生しておらず、今後も個人情報の取り扱い等に対する体制強化を徹底してまいります

が、個人情報が流失した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(6) 成人年齢の引き下げについて

成人年齢を20歳から18歳に引き下げる改正民法などが2018年６月13日、参議院本会議で可決、成立し、2022年４

月１日に施行されました。本法律の施行により成人式のあり方に何らかの大きな変化（地方自治体等が主催する成

人式における成人年齢の定義、成人式開催時期の変更等）があった場合、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。

(7) 新規事業について

当社グループでは、中期的な成長のため、経営理念のテーマに沿ったカテゴリー・サービス・商材を選定し、本

業とのシナジー効果が見込める事業を中心に取り組んでおります。新規事業を開始するにあたり、マーケティング

コスト、ＩＴ投資コスト、広告宣伝費等の費用発生などが見込まれます。また、人員確保及びノウハウ不足等の原

因により新規事業の開始が遅れる、もしくは新規事業が計画どおりに進捗しなかった場合、当社グループの業績及

び事業展開に影響を与える可能性があります。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社)の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下、「経営成績等」という。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する

認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

(1)経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症対策の緩和が進み、経済活動には緩やかな回

復の動きが見られたものの、原材料やエネルギー価格の高騰に起因する物価上昇、急速な円安の進行などにより、

先行きは依然として不透明な状況で推移しております。

このような環境の中、当社グループでは、引き続き感染拡大の抑制に必要な対策、対応を実施しながら営業活動

を行ってまいりました。当社グループにおける各事業部門別の状況は次のとおりであります。

 

〔和装店舗運営事業〕

和装店舗運営事業の受注高は前年同期比1.4％減の8,079百万円となりました。また、売上高（出荷高）について

は、2.8％減の7,997百万円となりました。既存顧客を対象とした「一般呉服」等の受注高については、引き続き感

染拡大防止に努めながら積極的に催事を行った結果、高額商品を中心に販売が好調に推移したため、前年同期比

12.6％増となりました。一方、「振袖」販売及びレンタルについては、お客様のレンタル志向やママ振袖（母親が

成人式で使用した振袖）に帯や小物を現代風にアレンジして着用するスタイルがより一層強まっていることに伴う

販売単価の低下、また、物価上昇に伴う消費マインドの低下による来店客数の減少が見受けられました。第４四半

期連結会計期間において受注高に回復の兆しは見られたものの、当連結会計年度の受注高は前年同期比28.3％減と

なりました。

利益面においては、売上総利益率は前年同期と比べ0.6ポイント改善し62.5％となりました。販売費及び一般管

理費については、引き続き構造改革によるコスト削減を進め、損益分岐点売上高を引き下げる活動を推進してまい

りましたが、「一般呉服」等の受注高が好調に推移したことに伴う費用の増加や、従業員の賃金引上げや賞与の増

加に伴う人件費の増加により、販売費及び一般管理費の対売上高比は3.8ポイント上昇いたしました。この結果、

和装店舗運営事業の営業利益は前年同期比45.5％減の326百万円となりました。

 

〔その他事業〕

その他事業については、主に写真スタジオ事業、ＥＣ事業を中心に積極的に営業活動に取り組んでまいりまし

た。写真スタジオ事業においては、和装店舗との相互送客が順調に進みませんでした。また、ＥＣ事業については

コロナ禍における商品の購入・レンタル方法として、そのニーズの高まりにより売上高は増加いたしましたが、下

期以降は売上高の伸びが失速し、売上高は前年同期比18.5％増にとどまりました。以上により、売上高は前年同期

比30.7％増の332百万円となりました。利益面においては、各事業への先行投資を行ったこと、新規店舗のオープ

ンコスト発生等により、営業損失は80百万円（前年同期は営業損失75百万円）となりました。

 

これらの結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高においては前年同期比1.8％減の8,329百万円、営業損失は

286百万円（前年同期は営業利益4百万円）、経常損失は265百万円（前年同期は経常利益16百万円）となりまし

た。また、特別損失として店舗の減損損失を197百万円計上したこと等により、親会社株主に帰属する当期純損失

は468百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失185百万円）となりました。
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(受注、販売及び仕入の状況)

(1) 受注状況

 

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

受注高(千円) 前年対比(％) 受注残高(千円) 前年対比(％)

和装店舗運営事業 8,079,894 98.6 1,082,455 103.9

その他事業 332,067 130.7 ― ―

合計 8,411,962 99.6 1,082,455 103.9
 

(注) １　和装店舗運営事業の受注高には、割賦販売斡旋契約に係る会員手数料を含みます。

２　和装店舗運営事業における受注状況は次のとおりであります。
 

品目別

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

受注高(千円) 前年対比(％) 受注残高(千円) 前年対比(％)

着物・裏地等 2,859,034 94.7 149,344 113.4

帯 1,574,227 105.8 57,280 135.2

仕立加工 791,430 99.9 76,119 132.1

和装小物 538,520 85.2 18,828 223.3

宝石 1,395,681 117.4 22,761 102.1

その他 651,706 96.5 340,468 120.0

小計 7,810,601 100.2 664,803 121.7

金融収益 282,192 65.5 417,652 84.2

友の会会員値引き等 △12,898 36.3 ― ―

合計 8,079,894 98.6 1,082,455 103.9
 

(注) １　友の会会員値引き等は、主として連結子会社である㈱京都きもの友禅友の会の売上原価であり、会員積立金

(お買物カード)の満期使用時におけるボーナス相当分であります。

２　受注高には仕立加工等を要しない現金売上高を含んでおります。

 

(2) 販売実績

 

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

売上高(千円) 前年対比(％)

和装店舗運営事業 7,997,751 97.2

その他事業 332,067 130.7

合計 8,329,818 98.2
 

(注) １　和装店舗運営事業における販売実績は次のとおりであります。
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イ　販売形態別販売実績

 

販売形態別

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

売上高(千円) 前年対比(％)

店舗 5,729,244 100.6

店舗外催事 1,949,315 90.2

その他 11,226 107.9

小計 7,689,786 97.8

金融収益 360,652 93.8

友の会会員値引き等 △12,898 36.3

その他 292,278 108.0

合計 8,329,818 98.2
 

(注) １　友の会会員値引き等は、主として連結子会社である㈱京都きもの友禅友の会の売上原価であり、会員積立金

(お買物カード)の満期使用時におけるボーナス相当分であります。

 

ロ　品目別販売実績

 

品目別

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

売上高(千円) 前年同期比(％)

着物・裏地等 2,841,362 94.0

帯 1,559,312 105.3

仕立加工 772,914 97.2

和装小物 528,124 82.6

宝石 1,395,207 118.7

その他 592,866 79.1

小計 7,689,786 97.8

金融収益 360,652 93.8

友の会会員値引き等 △12,898 36.3

その他 292,278 108.0

合計 8,329,818 98.2
 

(注) １　友の会会員値引き等は、主として連結子会社である㈱京都きもの友禅友の会の売上原価であり、会員積立金

(お買物カード)の満期使用時におけるボーナス相当分であります。
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ハ　地域別販売実績

 

地域別

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日) 備考

売上高(千円) 構成比(％) 前年対比(％)

北海道 177,954 2.3 89.9  

東北 299,236 3.9 99.4  

関東 3,425,316 44.5 98.3  

中部 1,562,766 20.3 105.2  

近畿 1,026,752 13.4 95.1  

中国 233,866 3.0 103.7  

四国 96,096 1.2 115.5  

九州 439,714 5.7 93.5  

その他 428,083 5.6 79.5  

小計 7,689,786 100.0 97.8  

金融収益 360,652 ― 93.8  

友の会会員値引き等 △12,898 ― 36.3  

その他 292,278 ― 108.0  

合計 8,329,818 ― 98.2  
 

(注) １　地域区分は、販売店舗の所在地によって分類しております。

２　その他は、商品レンタル等であり地域別には分類しておりません。

３　友の会会員値引き等は、主として連結子会社である㈱京都きもの友禅友の会の売上原価であり、会員積立金

(お買物カード)の満期使用時におけるボーナス相当分であります。

４　売上高構成比は、友の会会員値引き前の金額をもとに算出しております。

 

(3) 商品仕入実績

和装店舗運営事業における商品仕入実績は次のとおりであります。

 

品目別

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

仕入高(千円) 比率(％) 前年対比(％)

着物・裏地等 1,044,688 40.3 94.6

帯 471,872 18.2 108.0

和装小物 232,380 9.0 91.7

宝石 675,520 26.1 122.5

その他 164,874 6.4 82.4

合計 2,589,337 100.0 101.7
 

(注) １　上記反物等にかかる仕立加工は全て外注をしており、その金額は当連結会計年度406,196千円であります。
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(2)財政状態

　当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度に比べて8.1％減少し10,898百万円となりました。現金及

び預金が減少したことと、負債に関しては預り金等の営業債務が減少しております。

　当社グループでは、財務の健全性指標として、流動比率と自己資本比率を重要視しております。当連結会計年度

末における流動比率は、前連結会計年度と比べて5.7ポイント低下し、132.3％となりました。また、自己資本比率

は、当期純損失が468百万円となったことを主要因として利益剰余金が減少した結果、前連結会計年度末に比べ2.7

ポイント低下し37.7％となりました。しかしながら、両指標は引き続き高水準を維持しており、財務の健全性は保

たれているものと考えております。

　なお、各資産、各負債、純資産の主な増減要因は以下のとおりであります。

 

(流動資産)

当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて8.6％減少し8,360百万円となりました。こ

れは、商品及び製品が157百万円増加し,売掛金が97百万円減少したこと、また、自己株式の取得を行ったことを

主要因として現金及び預金が735百万円減少したことなどによります。

(固定資産)

当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末に比べて6.4％減少し、2,537百万円となりました。

これは、店舗等の減損損失を主要因として、有形固定資産が123百万円、無形固定資産が17百万円それぞれ減少し

たこと、また、差入保証金が49百万円減少したことなどによります。

(流動負債)

当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べて4.6％減少し、6,321百万円となりました。

これは、前受金が82百万円、賞与引当金が45百万円それぞれ増加し、預り金が265百万円、前受収益が78百万円、

契約負債が28百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

(固定負債)

当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末に比べて5.6％増加し、465百万円となりました。こ

れは、リース債務が25百万円増加したこと等によるものであります。

(純資産)

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて14.1％減少し、4,111百万円となりまし

た。これは、主に当期純損失が468百万円となったこと、また、配当金の支払い71百万円及び自己株式の取得145

百万円による純資産の減少があったことによるものであります。なお、第１四半期連結会計期間において、資本

金の減資及び自己株式の消却を行っております。この結果、資本金、資本剰余金及び自己株式については前連結

会計年度末と比較して大きく減少しております。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ736百万円減少し、3,226百万円とな

りました。営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失が467百万円を計上したことと、預り

金の減少、売上債権の減少等があり、444百万円の支出となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、店

舗の出店、移転に伴う設備投資や、ソフトウエアの取得による支出があったこと等により、59百万円の支出となり

ました。その結果、フリーキャッシュ・フローは503百万円のマイナスとなりました。また、自己株式の取得によ

る支出が145百万円があったこと等から、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度から減少

し、3,226百万円となりました。

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、商品の仕入れ・仕立て等の外注加工費・販売費及び一般管理費

等の営業費用であります。また投資を目的とした資金需要は、店舗の出店・改装に係る投資等であります。これら

の資金需要については、自己資金または借入により資金調達することとしております。このうち、借入による資金

調達に関しましては銀行から期限が一年以内の短期借入金で調達しております。

なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。
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①営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、444百万円の支出（前年同期は334百万円の支出）

となりました。これは主に税金等調整前当期純損失が467百万円となったこと、減価償却費101百万円、減損損

失197百万円等の非資金的費用があったこと、売上債権の減少206百万円等の資金増加要因と、預り金の減少

265百万円及び棚卸資産の増加155百万円等の資金減少要因によるものであります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、59百万円の支出（前年同期は0百万円の支出）と

なりました。これは主に有形固定資産の取得による支出58百万円、敷金の差入による支出16百万円、差入保証

金の回収による収入50百万円等によるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、233百万円の支出（前年同期は17百万円の収入）

となりました。これは主に自己株式の取得による支出145百万円、配当金の支払71百万円等によるものであり

ます。

 

(4)重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。この連結財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定

を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　１連

結財務諸表等　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載しております。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

特に記載すべき事項はありません。

 
６ 【研究開発活動】

特に記載すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資は主として和装店舗運営事業及びその他事業に係るものであり、その総額は166百万円

(敷金及び保証金を含む)であります。設備投資の主なものは店舗の新設・改装・移転にかかる費用であります。な

お、当連結会計年度中の店舗新設等は次の通りであります。

 

区分 店名 所在地 開店年月

新設
ネイルサロンティーエヌ

高松店
香川県高松市寿町２－３－１１
高松丸田ビル　１Ｆ

2022年４月

移転
京都きもの友禅

浜松店
静岡県浜松市中区鍛冶町140
イズム浜松　２Ｆ

2022年７月

新設
プレミアムフォトスタジオ

クラネ 小倉店
福岡県北九州市小倉北区浅野２－14－１
ＫＭＭビル　１Ｆ

2022年７月

新設
京都きもの友禅

高槻店
大阪府高槻市紺屋町１－１
グリーンプラザたかつき１号館　１Ｆ

2022年２月

移転
京都きもの友禅
大阪中央店

（現 大阪難波店）

大阪府大阪市中央区千日前１－４－８
千日前Ｍ’sビル　６Ｆ

2023年３月

 

 
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

 

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

帳簿価額(千円) 従業
員数
(人)

建物
その他の

有形固定資産
リース資産

敷金及び
保証金

投下資本額合
計

本社
(東京都中央区)

全社 16,518 3,522 15,726 38,694 74,462 33

合計 16,518 3,522 15,726 38,694 74,462 33
 

(注) １　その他の有形固定資産の内訳は、工具、器具及び備品3,522千円であります。

２　従業員数には使用人兼務役員及びパートタイマーは含まれておりません。
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(2) 国内子会社

 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

帳簿価額(千円)
従業
員数
(人)

建物
その他の
有形固定
資産

リース資産
敷金及び
保証金

投下資本額
合計

京都きも
の友禅㈱

店
舗

北海道地区
札幌店
(札幌市中央区)

和装店舗
運営事業

― ― ― 12,845 12,845 10

東北地区
仙台店
(仙台市青葉区)
他２店舗

和装店舗
運営事業

― ― ― 29,624 29,624 22

関東地区
東京本館
(東京都中央区)
他17店舗

和装店舗
運営事業

17,324 0 ― 312,620 329,945 183

中部地区
名古屋店
(名古屋市中区)
他10店舗

和装店舗
運営事業

5,328 50 ― 100,592 105,972 77

近畿地区
神戸店
(神戸市中央区)
他５店舗

和装店舗
運営事業

25,293 666 ― 110,848 136,808 54

中国地区
広島店
(広島市中区)
他１店舗

和装店舗
運営事業

― ― ― 20,725 20,725 11

四国地区
高松店
(香川県高松市)

和装店舗
運営事業

― ― ― 7,781 7,781 5

九州地区
天神店
(福岡市中央区)
他３店舗

和装店舗
運営事業

5,319 ― ― 38,011 43,331 24

小計 ― 53,266 717 ― 633,051 687,035 386
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会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

帳簿価額(千円)
従業
員数
(人)

建物
その他の
有形固定
資産

リース資産
敷金及び
保証金

投下資本額
合計

京都きも
の友禅㈱

店
舗

関東地区
写真スタジオ
クラネ新宿店
(東京都新宿区)
他２店舗

その他事業 1,665 3,304 2,149 21,063 28,183 5

近畿地区
写真スタジオ
クラネ梅田店
(大阪市北区)

その他事業 ― ― ― 11,497 11,497 2

九州地区
写真スタジオ
クラネ小倉店
(北九州市小倉
北区)

その他事業 ― ― ― ― ― 1

北海道地区
ネイルサロン
ティーエヌ札幌
駅アスティ45店
(札幌市中央区)
他２店舗

その他事業 ― ― ― 2,140 2,140 9

四国地区
ネイルサロン
ティーエヌ
高松店
(香川県高松市)

その他事業 ― ― ― ― ― ―

小計 ― 1,665 3,304 2,149 34,700 41,821 17

その他

和装店舗
運営事業
その他事

業

― ― 13,131 100 13,231 60

合計 54,932 4,022 15,281 667,852 742,089 463
 

(注) １　地域区分は、販売店舗の所在地によって分類しております。

２　その他の有形固定資産の内訳は、工具、器具及び備品4,022千円であります。

３　従業員数には使用人兼務役員及びパートタイマーは含まれておりません。

 
(3) 在外子会社

該当事項はありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

　(1) 重要な設備の新設等

国内子会社

京都きもの友禅株式会社

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

区分

投資予定額(千円)
資金調達
方法

着手年月 完了年月

総額 既支払額

店舗
和装店舗出店投資
(福島県郡山市)

和装店舗
運営事業

移転 30,000 6,268 自己資金 2023年４月 2023年５月

店舗 和装店舗改装投資
和装店舗
運営事業

改装 50,000 ― 自己資金 2023年４月 2024年３月

ソフト
ウェア

自社サイト開発投資 その他事業 改修 10,000 ― 自己資金 2023年４月 2024年３月

 

 
(2) 重要な設備の除却等

　　　該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 72,612,000

計 72,612,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2023年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,498,200 12,498,200
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株
であります。

計 12,498,200 12,498,200 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年８月４日(注)１ ― 15,498,200 ― 1,215,949 △1,243,963 304,000

2022年６月24日(注)２ ― 15,498,200 △1,115,949 100,000 ― 304,000

2022年６月30日(注)３ △3,000,000 12,498,200 ― 100,000 ― 304,000
 

(注)１　会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであり

ます。

　　２　2022年６月24日開催の定時株主総会決議により、今後の機動的かつ柔軟な資本政策の実施を可能とするた

め、資本金の額を減少し、その他資本剰余金に振り替えております。この結果、資本金の額が1,115,949千円

（減資割合91.8％）減少し、100,000千円となっております。

　　３　自己株式の消却による減少であります。
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(5) 【所有者別状況】

2023年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 9 21 48 25 24 9,201 9,328 ―

所有株式数
(単元)

― 16,554 3,135 3,565 2,238 90 99,270 124,852 13,000

所有株式数
の割合(％)

― 13.3 2.5 2.9 1.8 0.1 79.5 100.0 ―
 

(注)　自己株式935,539株は、「個人その他」に9,355単元、「単元未満株式の状況」に39株含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

2023年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 931,600 8.06

株式会社日本カストディ銀行(信
託口)

東京都中央区晴海１丁目８番12号 616,700 5.33

河　端　　雄　樹 千葉県千葉市稲毛区 460,000 3.98

粕　谷　　進　一 埼玉県さいたま市南区 117,500 1.02

富　安　　理　之 北海道札幌市東区 116,600 1.01

YU-WA Creation Holdings従業員
持株会

東京都中央区日本橋大伝馬町14番１号 106,081 0.92

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 104,661 0.91

増　田　　真　紀　子 千葉県千葉市稲毛区 100,000 0.86

吉　川　　朋　子 千葉県浦安市 100,000 0.86

山　田　　善　彦 静岡県浜松市中区 98,200 0.85

計 ― 2,751,342 23.80
 

(注）１　上記のほか当社所有の自己株式935,539株があります。なお、自己株式935,539株には「株式給付型ＥＳＯ

Ｐ」が保有する当社株式351,300株は含まれておりません。

２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　   931,600株

　　株式会社日本カストディ銀行(信託口)　       　　 616,700株

３　上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数には、「株式給付型ＥＳＯＰ」が保有する当社株

式351,300株が含まれております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 935,500
 

─ ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,549,700
 

115,497 ─

単元未満株式 普通株式 13,000
 

─ 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 12,498,200 ─ ─

総株主の議決権 ─ 115,497 ─
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「株式給付型ＥＳＯＰ」が保有する当社株式351,300株が

含まれております。

 　 ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式39株が含まれております

 
② 【自己株式等】

2023年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社YU-WA Creation
Holdings

東京都中央区日本橋
大伝馬町14番１号

935,500 ― 935,500 7.5

計 ― 935,500 ― 935,500 7.5
 

（注）１　「株式給付型ＥＳＯＰ」が保有する当社株式は、上記自己名義所有株式数には含まれておりません。

２　上記の他、単元未満株式が39株あります。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「単元未満株式」の

欄に含まれております。

 
(8)【役員・従業員株式所有制度の内容】

①株式給付型ＥＳＯＰの概要

　当社は、幹部社員のインセンティブ・プランの一環として、中長期的な業績の向上及び企業価値の増大への貢献意識

や士気をこれまで以上に高めることを目的として、「株式給付型ＥＳＯＰ」（以下、「本制度」という。）を導入して

おります。

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社取締役会で定める株式給付規程

（以下、「株式給付規程」という。）に基づき、一定の要件を満たした幹部社員に対し当社株式を給付する仕組みで

す。当社は、幹部社員に対し、株式給付規程に基づき業績達成度等に応じてポイントを付与し、一定の受益者要件を満

たした場合には、当該付与ポイントに相当する当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭を給付します。

 
②従業員等に取得させる予定の株式の数

　351,300株

 
③当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　従業員等のうち、株式給付規程の定めにより株式給付を受ける権利が確定した者
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【 株 式 の 種 類
等】　

会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 
区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(2022年５月10日)での決議状況
(取得期間2022年５月11日～2022年９月30日)

700,000（上限） 175,000,000（上限）

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 670,000 145,016,500

残存決議株式の総数及び価額の総額 30,000 29,983,500

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 4.3 17.1
   

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 4.3 17.1
 

(注)　１　当期間における取得自己株式には、2023年６月１日からこの有価証券報告書提出日までに取得した株式は

含めておりません。

　　　２　取得期間及び取得自己株式は、約定日基準により記載しております。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 50 10,600

当期間における取得自己株式 ― ―
 

(注)　当期間における取得自己株式には、2023年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含めておりません。

 

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 3,000,000 2,376,000,000 ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他（譲渡制限付株式報酬によ
る自己株式の処分）

40,800 8,527,200 ― ―

保有自己株式数 935,539 ― 935,539 ―
 

(注）１　当期間における保有自己株式数には、2023年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの取締役会決議に

よる取得、単元未満株式の買取り及び買増請求による売渡しによる株式は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、経営効率化により収益の向上を図り、その結果としての利益処分に関しては、将来の資金需要を勘案しな

がら株主還元として安定的・継続的な配当を行うことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当社は、会社法第459条第１項各号の規定に基づき、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によっ

て剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めておりますが、当事業年度における期末配当につきましては、定

時株主総会決議に基づき実施しております。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり３円とし、中間配当金(３円)と合わせ

て６円としております。

内部留保資金につきましては、経営体質の一層の充実及び財務体質の改善のため役立てることに努めてまいりま

す。

 

(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)

2022年11月８日

取締役会決議
34,688 3

2023年６月26日

定時株主総会決議
34,687 3
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社はコーポレート・ガバナンスに関して、迅速で正確な情報把握と意思決定を最大目標としております。そ

のためには、少人数な精鋭による管理形態が必要と考え、取締役の人数も必要以上に肥大化しないよう努めると

同時に、取締役間の意思疎通に重点をおいてまいりました。少人数での経営をカバーするものとして可能な限り

当社経営状態のディスクローズに努め、社外等各方面からの多様な意見の吸収を図ってまいります。今後もこの

基本方針を踏襲しつつも、将来の経営規模拡大及び後継者候補育成の観点から管理者層の充実に努めてまいりま

す。

 
② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

（コーポレート・ガバナンス体制の概要及び当該体制を採用する理由）

当社は、監査等委員会設置会社であります。監査等委員会設置会社を選択している理由は、取締役の職務執行

の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とすることにより、取締役会の監督機能を強化し、更なる監視体

制の強化を通じてより一層のコーポレート・ガバナンスの充実を図ることであり、これにより当社の持続的成長

と中長期的な企業価値向上を目指してまいります。

当社における、企業統治の体制は、下図のようになっており、会社の機関としては会社法に規定する株主総

会、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置しております。

 

 

当社取締役会は、提出日現在、監査等委員でない取締役５名(うち社外取締役１名)、監査等委員である取締役

３名（うち社外取締役３名）で構成されております。取締役会については、経営意思決定機関と位置づけ、毎月

一回定期開催し、当社グループの重要事項について審議、決定を行うとともに、緊急を要する場合には臨時の取

締役会を適宜開催し、経営環境の変化に対応できる体制をとっております。

また、当社は、コーポレート・ガバナンスを強化し、業務執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入し

ております。

監査等委員会は、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役３名）で構成され、原則として毎月１回以上

開催いたします。取締役の職務状況を客観的立場で監査すると共に、重要な書類の閲覧を行う等、業務の適法性

や公正性の検証等を実施し、内部監査室や会計監査人とも連携し、経営監視機能の充実に努めております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＹＵ－ＷＡ　Ｃｒｅａｔｉｏｎ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ(E03320)

有価証券報告書

25/84



 

③　企業統治に関するその他の事項

（内部統制システムの整備の状況）

取締役会による業務執行状況の監督、監査等委員会による監査等を軸に経営監視体制を構築しております。ま

た、内部監査部門として内部監査室を設置しており、内部監査室は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状

況の評価を行う他、業務活動が社内諸規程に照らして適正・適法・効率的に行われているかを定期的、継続的に

監査し、その結果を取締役会並びに監査等委員会に報告することとしております。内部監査室は改善事項の指摘

及び指導を行うとともに、改善の進捗状況の報告をさせることで、より実効性の高い監査を実施することとして

おります。

 
（リスク管理体制の整備の状況）

法的規制等のリスクについては、総務人事部が主体となって管理しており、必要に応じて顧問弁護士等のアド

バイスを受けながら関連部署との連携を密にし、規制・規程の整備を行っております。

損失の危険の管理については、社長を委員長とする「リスク管理委員会」を社内に設置し、定期的に当社グ

ループが抱える諸リスクの審議を行っております。

 

（提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況）

子会社の業務執行については、毎月開催の取締役会にて経過報告、財務報告等を行い、業務執行の状況を把握

できる体制を構築し、子会社に対し必要な指示、助言、指導を行い、業務の適正を確保しております。

 

（取締役の定数）

当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は10名以内、監査等委員である取締役は５名以内

とする旨を定款で定めております。

 

（取締役の選任の決議要件）

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款で定めております。

 

（自己の株式の取得）

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行する

ことを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己の株式を取得する

ことができる旨を定款で定めております。

 

（剰余金の配当等）

当社は、株主への機動的な利益還元を目的として、会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令

に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に定めております。

 

（取締役の責任免除）

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、取締役(取締役であった者

を含む。) 及び監査役であった者の会社法第423条第１項の責任について、善意でかつ重大な過失がない場合

は、取締役会の決議によって法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨を定款で定め

ております。

 

（株主総会の特別決議要件）

当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款

で定めております。
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（責任限定契約）

当社は会社法第427条第１項に基づき、社外取締役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、会社法第425条第１項各号の額の合

計額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役がその責任の原因となった職務の

遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 
（役員等賠償責任保険契約）

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者

の職務の執行に関し損害賠償請求がされた場合において、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び争訟費

用等の損害を当該保険契約により填補することとしております。

当該保険契約の被保険者は当社及び子会社の役員等であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社

が負担しております。

 
④　取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を原則月１回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとお

りであります。

氏名 開催回数 出席回数

　服部　雅親 11回 11回

　橋本　和之 11回 11回

　日笠　祐二 11回 11回

　粕谷　進一 11回 10回

　橋本　泰 11回 11回

　有川　勉 11回 11回

　辻　友崇 11回 11回

　細川　大輔 11回 11回
 

（注）１　上記の取締役会のほか、会社法第370条に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が

３回ありました。

２　粕谷進一は2023年６月26日開催の第52期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任してお

ります。

 
取締役会において、取締役会規則及び本規則内付議基準に基づき、法令等に定める重要事項及び当事業年度に

おける経営に関する意思決定を行っております。また、月次業績及び年度経営計画の進捗確認、当社を取り巻く

事業環境の変化及びリスクに関する情報共有、新規事業及び業務提携の検討、並びに自己株式取得等の資本政策

実施に向けた協議など、中長期的な企業価値向上に向けた幅広い協議・検討を行っております。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性8名　女性0名　（役員のうち女性の比率0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役社長 服　部　雅　親 1959年11月29日

1982年４月 かざん㈱入社

1990年９月 ㈲西日本和裁(現 ㈱プルミエー

ル)入社

1995年12月 当社入社

2003年６月 営業三部長就任

2005年６月 取締役営業三部長就任

2007年５月 ㈱京都きもの友禅友の会取締役

就任

2007年６月 当社専務取締役営業本部長就任

2010年６月 代表取締役専務営業本部長就任

2011年５月 ㈱京都きもの友禅友の会代表取締

役社長就任

2011年６月 当社代表取締役社長兼営業本部長

就任

2013年４月 代表取締役社長就任

2015年６月 代表取締役社長兼管理本部長就任

2017年５月 代表取締役社長兼営業本部長就任

2019年６月 代表取締役社長就任

2019年10月 代表取締役社長マーケティング本

部長就任

2021年４月 代表取締役社長就任（現）

2021年４月 京都きもの友禅㈱取締役会長就任

（現）

2021年10月 ㈱京都きもの友禅友の会取締役就

任（現）

(注)３ 51,600

専務取締役 橋　本　和　之 1977年２月５日

2000年３月 当社入社

2010年４月 営業一部長

2013年４月 営業副本部長兼営業一部長就任
2013年６月 取締役営業副本部長兼営業一部

長就任
2015年４月 取締役営業副本部長兼営業一部

長兼営業二部長就任
2017年５月 取締役営業部長就任

2019年５月 ㈱京都きもの友禅友の会取締役

就任
2019年６月 当社常務取締役就任

2021年４月 京都きもの友禅㈱代表取締役社

長就任
2023年４月 当社専務取締役就任（現）

京都きもの友禅㈱代表取締役社

長戦略本部長就任（現）

㈱京都きもの友禅友の会代表取

締役社長就任（現）

(注)３ 40,200
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常務取締役
日　笠　祐　

二　
1970年10月８日

1993年４月 東京貴宝㈱入社
2009年６月 同上　取締役就任
2012年２月 TOKYO KIHO OVERSEAS(HK)LIMITED

取締役就任
2017年４月 東京貴宝㈱取締役営業副本部長兼

営業三部チーフマネージャー就任
2018年５月 同上　取締役営業副本部長兼営業

三部チーフマネージャー兼商品部

チーフマーチャンダイザー就任
2019年４月 当社営業部長就任
2019年10月 執行役員営業部長就任
2021年１月 執行役員商品企画部長就任
2021年４月 執行役員商品本部長就任
2021年６月 取締役就任
2021年10月 京都きもの友禅㈱取締役商品本部

長兼商品企画部長兼商品管理部長

就任
2022年４月 同上　取締役商品本部長兼商品管

理部長就任
2023年４月 常務取締役就任（現）

京都きもの友禅㈱取締役商品本部

長就任（現）

(注)３ 15,700

取締役 浅　香　竜　也 1976年11月4日

2001年４月 東京通運㈱（現 SBSロジコム

㈱）入社

2005年３月 トーセイ㈱入社

2010年７月 ㈱曽我入社

2014年６月 ㈱エポックジャパン（現　㈱き

ずなホールディングス）入社

2017年６月 当社入社

2018年４月 当社総務人事部長就任

2019年10月 執行役員総務人事部長就任

2021年10月 ㈱京都きもの友禅友の会取締役

就任（現）

2022年４月 当社執行役員経営管理本部長兼

総務人事部長就任

2023年４月 執行役員管理本部長兼経営管理

部長兼総務人事部長就任

2023年６月 取締役管理本部長兼経営管理部

長兼総務人事部長就任（現）

(注)３ 300

取締役 橋　本　　泰　 1967年12月３日

1990年４月 ㈱日本興業銀行（現 ㈱みずほ

フィナンシャルグループ）入行
2003年３月 ㈱ベーシックキャピタルマネジメ

ント　エグゼクティブディレク

ター
2007年９月 オリンパス　キャピタル　ホール

ディングス　アジア　ホンコン　

リミテッド　日本における代表者
2010年６月 当社社外取締役就任
2014年６月 同上　退任

㈱海外需要開拓支援機構執行役員
2018年６月 当社社外取締役就任（現）
2018年７月 合同会社ブリッジパートナーズ代

表社員就任（現）
2020年６月 鈴茂器工㈱社外取締役就任（現）

(注)３ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
監査等委員
（常勤）

有　川　勉 1955年４月18日

1981年４月 ㈱東京オールスタイル入社

1989年10月 センチュリー監査法人（現 EY新

日本有限責任監査法人）入所

1993年８月 公認会計士登録

2009年７月 新日本有限責任監査法人（現 EY

新日本有限責任監査法人）パー

トナー

2017年11月 有川公認会計士事務所開業

㈱スペースエージェンシー（非

常勤）顧問

2018年６月 ㈱コア社外取締役（監査等委

員）（現）

2019年５月 ㈱京都きもの友禅友の会監査役

就任（現）

2019年６月 当社社外監査役就任

2020年６月 社外取締役（常勤監査等委員）

就任（現）

2021年４月 京都きもの友禅㈱監査役就任

（現）

(注)４ ―

取締役
監査等委員

辻　友　崇 1972年２月23日

1997年10月 中央監査法人入所

2000年４月 公認会計士登録

2007年８月 新日本監査法人（現 EY新日本有

限責任監査法人）入所

2010年10月 同上　退所

2011年７月 常和ホールディングス㈱（現 ユ

ニゾホールディングス㈱）入社

2016年５月 同上　経理部長

2019年１月 同上　退社

2019年６月 当社社外監査役就任

2020年６月 社外取締役（監査等委員）就任

（現）

2021年５月 ㈱ギア監査役就任（現）

(注)４ ―

取締役
監査等委員

細　川　大　輔 1974年10月27日

2000年10月 弁護士登録

2007年５月 細川大輔法律事務所開設

2020年６月 当社社外取締役（監査等委員）就

任(現)

(注)４ ―

計 107,800
 

(注) １　取締役　橋本泰は、社外取締役であります。

２　取締役　有川勉、辻友崇、細川大輔は、監査等委員である社外取締役であります。

３　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、2023年３月期に係る定時株主総会終結の時から2024

年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　監査等委員である取締役の任期は、2022年３月期に係る定時株主総会終結の時から2024年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

５　当社は、法令で定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める補欠の監査等委員である取締役１名を選任しております。補欠の監査等委員である取締役の略歴は

次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(株)

福　山　伊　吹 1968年10月11日

1997年10月 中央青山監査法人入所

―

2001年４月 公認会計士登録

2006年８月
新日本監査法人（現 EY新日本有

限責任監査法人）入所

2021年９月
福山伊吹公認会計士事務所開業

監査法人アヴァンティア入所

2023年７月
監査法人アヴァンティア　パー

トナー就任（予定）
 

 
 

②　社外役員の状況

当社の社外取締役は４名（うち監査等委員である取締役は３名）であります。

社外取締役と当社の間には、特別の利害関係はありません。なお、社外取締役４名は独立性が疑われるよう

な属性等は存在しないため、一般株主との間に利益相反が生じる恐れはないと判断し、独立役員に指定してお

ります

社外取締役橋本泰は、投資業務を通じて培ってきた知識・経験等を有していることから社外取締役に選任し

ております。同氏は合同会社ブリッジパートナーズの代表社員及び鈴茂器工㈱の社外取締役を兼任しておりま

すが、同社と当社の間に取引関係はありません。

社外取締役（監査等委員）有川勉は、公認会計士としての専門的な知識・経験等を有していることから監査
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等委員である社外取締役に選任しております。同氏は㈱コアの社外取締役（監査等委員）を兼任しております

が、同社と当社の間に取引関係はありません。

社外取締役（監査等委員）辻友崇は、公認会計士としての専門的な知識・経験等を有していることから監査

等委員である社外取締役に選任しております。同氏は㈱ギアの監査役を兼任しておりますが、同社と当社の間

に取引関係はありません。

社外取締役（監査等委員）細川大輔は、弁護士としての専門的な知識・経験等を有していることから監査等

委員である社外取締役に選任しております。

なお、社外取締役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針はないものの、選任にあ

たっては、東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

 
③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門と

の関係

社外取締役による助言・提言又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携としては、

監査等委員会において、監査等委員会監査の方針の決定や内部監査及び会計監査の結果等の報告が行われてお

ります。また、監査等委員である取締役は取締役会等において、適宜情報の共有及び意見交換を行っておりま

す。

 
(3) 【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

当社の監査等委員会監査は、法令・定款違反や株主利益を侵害する事実の有無について重点的に監査を実施

いたします。なお、監査等委員である取締役有川勉及び辻友崇は、公認会計士の資格を有しており、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しております。

監査の連携として、取締役会の報告事項には内部監査報告が含まれており、内部監査年度計画に沿って実施

した監査結果、月次監査事項での問題点、及び臨店状況等が報告され、監査等委員である取締役より意見及び

指導がなされております。

会計監査人から監査等委員会に対しては、通常の報告及び説明がなされる他、期中監査の際などに別途、情

報の共有及び意見交換を行っており、問題点等が発生した場合には迅速に対応出来る連携状況となっておりま

す。

当事業年度においては、監査等委員会を12回（原則月１回）開催しており、個々の監査等委員の出席状況は

以下のとおりであります。

 
氏　名 開催回数 出席回数

　有川 勉 12回 12回

　辻 友崇 12回 12回

　細川 大輔 12回 12回
 

 
監査等委員会では、監査計画の策定、監査報告書の作成及び提出や、経営の妥当性、効率性、コンプライア

ンス、会計監査人の評価等を実施し、コーポレート・ガバナンス機能の充実に努めております。

また、常勤監査等委員の活動として、重要な経営会議への出席や、リスク管理の観点での店舗往査、内部監

査部門の実施する内部監査の報告を受け、経営状況、リスク管理状況等について確認をしております。

 
②　内部監査の状況

当社の内部監査は、専任１名の内部監査室が「内部監査規程」に基づき、関係会社及び、国内にある複数の

店舗往査など業務の適正性監査を実施するとともに、年間監査計画によるテーマ監査などを実施し、内部統

制・体制の適切性や有効性を定期的に検証しております。これら内部監査結果は問題点の改善、是正に関する

提言を付して取締役会に報告するほか、監査等委員会へ報告をしております。

なお、内部監査室は「内部統制基本方針書」並びに「リスク管理規程」に基づき内部統制システム・プロセ

スの整備・運用に関する評価も行っており、適宜監査等委員である取締役、会計監査人へ報告及び意見交換を

行い、常に内部統制システムの向上に努めております。
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③　会計監査の状況

ａ.　監査法人の名称

　　　EY新日本有限責任監査法人

 
ｂ.　継続監査期間

　　　2007年以降

 
ｃ.　業務を執行した公認会計士

福井 聡

吉川 高史

 
ｄ.　監査業務に係る補助者の構成

当期における同監査法人の当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、その他12名であります。

 
ｅ.　監査法人の選定方針と理由

当社の会計監査人につきましては、従来よりEY新日本有限責任監査法人を選任しております。

同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はなく、ま

た、同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち、自主的に業

務執行社員の交替制度を導入し、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとってお

ります。当社は同監査法人との間で、会社法監査と金融商品取引法監査について、監査契約書を締結し、それ

に基づき報酬を支払っております。

 監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合には、会

計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提

出いたします。

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監

査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。

 
ｆ.　監査等委員会による監査法人の評価

監査等委員会において会計監査人の評価を行い、会計監査人の品質管理の状況、職務執行体制等を検討し、

適切な監査を行っていると評価しております。

 
④　監査報酬の内容等

ａ． 監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 29,000 ― 31,000 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 29,000 ― 31,000 ―
 

（注）当連結会計年度に係る会計監査人の報酬等の額以外に、前連結会計年度に係る追加報酬として当連結会計年

度　　　に支出した額が2,600千円あります。

 
(監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容)

前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありません。

 
ｂ．　監査公認会計士等と同一のネットワークに属する者に対する報酬

前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＹＵ－ＷＡ　Ｃｒｅａｔｉｏｎ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ(E03320)

有価証券報告書

32/84



 
ｃ．　その他重要な報酬の内容

前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありません。

 

ｄ．　監査報酬の決定方針

前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定し

ております。

 
ｅ．　監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人

の監査計画や監査の実施状況等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同

意を行っております。
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(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。当該決定

方針の内容は、以下のとおりです。

1.取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、固定報酬（月額報酬）及び譲渡制限付株式（た

だし、監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）から構成される。

2.人事部門長は、株主総会で決議がなされた取締役報酬枠の範囲内で、同業他社、当社と同規模の役位別

取締役報酬額に関する情報収集を行う。当該情報に基づき、経営管理部門担当取締役と人事担当部門長

は、当年度の会社業績を勘案した、次年度の取締役個別報酬に関し、総会開催予定日の60日前までに、

個人別の報酬案を策定する。代表取締役社長及び経営管理部門担当取締役は、当該策定された報酬案に

関して協議を行い、取締役会に諮る個別取締役報酬案を確定する。代表取締役社長は、監査等委員会に

対し、取締役会に諮る前に取締役の個別報酬に関して説明を行い、監査等委員会からの意見聴取及び同

意を得る。代表取締役社長は、個別役員報酬に関して、a.固定現金報酬、b.株式報酬それぞれの金額に

関して個別に取締役会に上程し、承認を得る。

3.取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対し、非金銭報酬等として、株主総会で

決議した報酬枠の範囲内で、直接交付型株式報酬としての付与時から３年間から５年間までの間で当社

の取締役会が定める期間を譲渡制限期間とする譲渡制限付株式を付与する。

4.取締役に対する固定報酬及び譲渡制限付株式報酬の比率は、100対15～25を目安としている。

5.業績の年度計画に対し、著しく未達が起きている状況など、著しい業績不振の場合には、各取締役（監

査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対し、固定報酬の自主返納を要請する、又は、取締

役会の決議により減額する場合がある。

上記2.に記載のとおり、社外取締役を含めた取締役会において決定方針との整合性を含めた多角的な検討を

行っているため、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は決定方針に沿うものであると判断してお

ります。

当社の取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者は取締役会であり、

その権限の内容及び裁量の範囲は、上記2.のとおりであります。

当社の取締役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2020年６月24日であり、決議の内容は取締役（監査

等委員である取締役を除く。）の報酬限度年額は200,000千円、監査等委員である取締役の報酬限度年額は

40,000千円であります。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名、

監査等委員である取締役の員数は３名です。

また、2020年６月24日開催の第49期定時株主総会において、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社

外取締役を除く。）を対象に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主

の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を導入することが決議されま

した。その総額は、年額15,000千円以内、株式数の上限を年60,000株以内としております。当該株主総会終結

時点の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の員数は、３名であります。また、本制度

による当社の普通株式（以下「本株式」といいます。）の発行又は処分に当たっては、当社と譲渡制限付株式

報酬の支給を受ける予定の対象取締役との間において、①対象取締役は、３年間から５年間までの間で当社の

取締役会が定める期間、本株式に係る第三者への譲渡、担保権の設定その他一切の処分を禁止すること、②一

定の事由が生じた場合には当社が本株式を無償取得することなどをその内容に含む譲渡制限付株式割当契約が

締結されることを条件といたします。
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②　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役
 (監査等委員及び社外取
締役を除く)

61,331 52,200 ― 9,131 4

監査等委員
(社外取締役を除く)

― ― ― ― ―

社外役員 14,880 14,880 ― ― 4
 

(注) 非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬制度に基づく当事業年度における費用計上額を記載しております。

 
③ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

 
(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、専ら株

式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする場合を純投資目的、それ以外を純投資

目的以外の目的と区分しております。

 
②　提出会社における株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である当社については以下のとおりであります。

 
(イ) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

 当社は、純投資目的以外の政策保有株式について、保有しないことを原則としておりますが、取引関係の

強化など、個別の状況を鑑み保有する必要があると判断した場合において、所定の手続きに基づき、取得・保

有することとしております。

政策保有株式については、保有の意義が希薄と考えられるものについては順次縮減していくという基本方針

のもと、毎月末の時価評価額及び評価差額を把握・確認するとともに、中長期的な経済合理性や将来の見通し

等を検証の上、その保有意義・合理性について取締役会で定期的に確認することとしております。

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 1 0

非上場株式以外の株式 ― ―
 

 
ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

　該当事項はありません。

 
(ロ) 保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2022年４月１日から2023年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2022年４月１日から2023年３月31日まで)の財務諸表について、EY新日本有限責任監

査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下の通り連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。会計基準等の内容

を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、当該法人や監査法人等が行う研

修へ参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,969,107 3,233,672

  売掛金 2,878,891 2,781,214

  商品及び製品 ※1  1,576,296 ※1  1,733,786

  原材料及び貯蔵品 20,237 28,931

  前払費用 588,378 522,374

  その他 113,426 60,464

  流動資産合計 9,146,337 8,360,444

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 280,012 162,360

    減価償却累計額 △103,681 △90,908

    建物（純額） 176,331 71,451

   その他 226,594 217,172

    減価償却累計額 △169,542 △178,619

    その他（純額） 57,052 38,553

   有形固定資産合計 233,383 110,005

  無形固定資産 74,222 56,839

  投資その他の資産   

   差入保証金 1,655,200 1,605,250

   敷金及び保証金 695,883 706,546

   繰延税金資産 34,126 49,535

   その他 18,006 9,537

   投資その他の資産合計 2,403,216 2,370,868

  固定資産合計 2,710,822 2,537,713

 資産合計 11,857,160 10,898,157
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 222,985 223,570

  短期借入金 ※1,※2  1,400,000 ※1,※2  1,400,000

  リース債務 8,138 23,636

  未払法人税等 28,467 12,798

  前受金 818,715 901,018

  預り金 2,881,505 2,615,547

  賞与引当金 74,000 119,100

  前受収益 496,111 417,652

  資産除去債務 3,775 －

  契約負債 279,540 250,541

  その他 414,899 357,232

  流動負債合計 6,628,138 6,321,097

 固定負債   

  リース債務 18,011 43,100

  繰延税金負債 1,621 －

  株式給付引当金 4,995 4,995

  資産除去債務 416,385 417,698

  固定負債合計 441,013 465,794

 負債合計 7,069,152 6,786,891

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,215,949 100,000

  資本剰余金 1,404,538 464,292

  利益剰余金 5,195,404 4,312,264

  自己株式 △3,027,884 △765,291

  株主資本合計 4,788,007 4,111,265

 純資産合計 4,788,007 4,111,265

負債純資産合計 11,857,160 10,898,157
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

売上高 ※1  8,484,434 ※1  8,329,818

売上原価 3,264,153 3,159,047

売上総利益 5,220,280 5,170,771

販売費及び一般管理費 ※2  5,215,927 ※2  5,457,114

営業利益又は営業損失（△） 4,353 △286,343

営業外収益   

 受取利息 114 67

 助成金収入 23,144 －

 受取保険金 4,300 －

 補償金収入 － 35,367

 雑収入 7,344 7,321

 営業外収益合計 34,903 42,756

営業外費用   

 支払利息 13,755 16,887

 支払手数料 6,000 2,759

 雑損失 2,735 1,848

 営業外費用合計 22,490 21,495

経常利益又は経常損失（△） 16,765 △265,081

特別利益   

 投資有価証券売却益 600 －

 特別利益合計 600 －

特別損失   

 和解金 2,500 3,000

 固定資産除却損 0 1,457

 減損損失 ※3  169,993 ※3  197,864

 投資有価証券評価損 40,094 －

 特別損失合計 212,588 202,322

税金等調整前当期純損失（△） △195,222 △467,403

法人税、住民税及び事業税 28,363 18,605

法人税等調整額 △38,402 △17,030

法人税等合計 △10,038 1,574

当期純損失（△） △185,183 △468,978

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △185,183 △468,978
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当期純損失（△） △185,183 △468,978

包括利益 △185,183 △468,978

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △185,183 △468,978

 非支配株主に係る包括利益 － －
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2021年４月１日　至 2022年３月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,215,949 1,431,398 5,748,973 △3,065,784 5,330,536 5,330,536

会計方針の変更によ

る累積的影響額
  △295,359  △295,359 △295,359

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,215,949 1,431,398 5,453,613 △3,065,784 5,035,176 5,035,176

当期変動額       

剰余金の配当   △73,024  △73,024 △73,024

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
  △185,183  △185,183 △185,183

自己株式の取得    △10 △10 △10

自己株式の処分  △26,860  37,910 11,050 11,050

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     －

当期変動額合計 － △26,860 △258,208 37,899 △247,168 △247,168

当期末残高 1,215,949 1,404,538 5,195,404 △3,027,884 4,788,007 4,788,007
 

 

 当連結会計年度(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,215,949 1,404,538 5,195,404 △3,027,884 4,788,007 4,788,007

当期変動額       

剰余金の配当   △71,263  △71,263 △71,263

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
  △468,978  △468,978 △468,978

減資 △1,115,949 1,115,949   － －

自己株式の取得    △145,027 △145,027 △145,027

自己株式の消却  △2,056,194 △319,805 2,376,000 － －

自己株式の処分   △23,092 31,620 8,527 8,527

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     －

当期変動額合計 △1,115,949 △940,245 △883,140 2,262,592 △676,742 △676,742

当期末残高 100,000 464,292 4,312,264 △765,291 4,111,265 4,111,265
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純損失（△） △195,222 △467,403

 減価償却費 73,076 101,840

 減損損失 169,993 197,864

 賞与引当金の増減額（△は減少） △21,000 45,100

 販売促進引当金の増減額（△は減少） △103,440 －

 受取利息及び受取配当金 △114 △67

 支払利息 13,755 16,887

 投資有価証券評価損益（△は益） 40,094 －

 投資有価証券売却損益（△は益） △600 －

 有形固定資産除却損 0 290

 無形固定資産除却損 － 1,166

 補償金収入 － △35,367

 助成金収入 △23,144 －

 和解金 2,500 3,000

 売上債権の増減額（△は増加） △104,707 206,605

 棚卸資産の増減額（△は増加） △62,665 △155,196

 仕入債務の増減額（△は減少） 29,206 585

 割賦未実現利益の増減額（△は減少） △449,836 －

 前受収益の増減額（△は減少） 496,111 △78,459

 契約負債の増減額（△は減少） △15,819 △28,998

 未払消費税等の増減額（△は減少） 86,002 △2,654

 預り金の増減額（△は減少） △127,386 △265,958

 前払費用の増減額（△は増加） △12,881 43,641

 未払費用の増減額（△は減少） △735 △1,486

 その他 △99,376 △24,012

 小計 △306,189 △442,621

 利息及び配当金の受取額 114 67

 利息の支払額 △13,755 △16,887

 補償金の受取額 － 35,367

 助成金の受取額 23,144 －

 和解金の支払額 △2,500 △3,000

 法人税等の支払額 △89,290 △34,603

 法人税等の還付額 53,498 17,674

 営業活動によるキャッシュ・フロー △334,977 △444,002

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △116,514 △58,386

 投資有価証券の売却による収入 600 －

 敷金の差入による支出 △13,637 △16,378

 敷金の回収による収入 27,179 5,715

 貸付けによる支出 △300 △560

 貸付金の回収による収入 150 347

 差入保証金の差入による支出 － △50

 差入保証金の回収による収入 150,000 50,000

 その他 △48,220 △39,858

 投資活動によるキャッシュ・フロー △742 △59,170
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           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 －

 自己株式の取得による支出 △10 △145,027

 配当金の支払額 △73,489 △71,406

 その他 △9,101 △16,835

 財務活動によるキャッシュ・フロー 17,399 △233,269

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △318,321 △736,442

現金及び現金同等物の期首残高 4,280,960 3,962,639

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  3,962,639 ※1  3,226,196
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社数の数及び名称

2社

京都きもの友禅株式会社

株式会社京都きもの友禅友の会

 
２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

該当事項はありません。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②　棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品

　主として個別法(但し、一部の裏地等については移動平均法(月別))

貯蔵品、原材料

　最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備については定額法）

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

②　賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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③　株式給付引当金

株式給付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足につれて収益を認識する。

 
　当社は、持株会社体制のもと、和装店舗運営事業を中心として、その他事業等の事業を展開しております。

セグメント別の収益の計上基準等は以下のとおりです。

（和装店舗運営事業）

　和装店舗運営事業においては、振袖、訪問着他、和装小物全般、宝飾、その他家庭用品等の販売を行ってお

り、これらの商品の販売は商品を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、商品の販売のうち、消化

仕入取引に係る収益については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で

収益を認識しております。また、着物購入時に割賦購入された顧客からの受取利息については、契約に定める

料率に基づき、割賦契約の期間に応じて収益を認識しております。

　和装店舗運営事業においては、振袖の販売もしくはレンタルした顧客に「成人式当日の着付ヘアメイク特

典」「前撮り写真撮影特典」「袴無料レンタル」を付与しており、この特典を別個の履行義務として識別し、

算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、特典利用まで収益を繰り延べる方法で計上して

おります。

　着物販売時に、表面撥水加工の「ソフトガード加工」を購入した顧客に「５年間クリーニング無料特典」付

与しており、この特典を別個の履行義務として識別し、算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分

を行い、５年間の期間で収益を繰り延べる方法で計上しております。

（その他事業）

　その他事業の写真スタジオ事業においては、成人式を主とした記念日の写真撮影及び撮影物（アルバム、

データ等）商品の販売を行っており、これらの商品の販売は商品を引き渡した時点で収益を認識しておりま

す。

　その他事業のＥＣ事業においては、振袖、訪問着他、和装小物全般の商品の販売を行っており、これらの商

品の販売は商品を引き渡した時点で収益を認識しております。

　その他事業のネイルサロン事業においては、ネイルの美容施術の役務提供を行っており、これらの役務提供

を行った時点で収益を認識しております。

　その他事業のオンラインスクール事業においては、呉服の着付けレッスンの役務提供を行っており、これら

の役務提供を行った時点で収益を認識しております。

 
(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
(6) グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております

 

EDINET提出書類

株式会社ＹＵ－ＷＡ　Ｃｒｅａｔｉｏｎ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ(E03320)

有価証券報告書

45/84



 

（重要な会計上の見積り）

１. 固定資産の減損

（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから

得られる将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上しております。

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

有形固定資産 233,383千円 110,005千円

無形固定資産 74,222〃 56,839〃

減損損失 169,993〃 197,864〃
 

 
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①減損の兆候の判定と割引前将来キャッシュ・フローの算出方法

　当社の連結子会社である京都きもの友禅株式会社では、和装店舗運営事業・写真スタジオ事業・ネイルサロン事業に

ついてはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位に資産のグルーピングを行っております。

　減損の兆候の判定は、営業活動から生ずる損益の状況と翌期以降の店舗別等の事業計画を考慮して、減損の兆候の有

無を判断しております。割引前将来キャッシュ・フローは、取締役会で承認された事業計画を基に、足元の受注状況を

考慮して見積りを行っております。

 
②主要な仮定

　和装店舗運営事業における割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、各店舗の受注高の見積りで

あります。

 
③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　和装店舗運営事業の受注高について見積りにおける仮定よりも実績が大きく下回った場合には、新たに減損の兆候に

該当する資産グループが生じることがあり、また、割引前営業キャッシュ・フローが資産グループの固定資産の帳簿価

額を下回る場合には、翌連結会計年度において減損損失が発生する可能性があります。

 
2. 繰延税金資産の回収可能性

（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

繰延税金資産 34,126千円 49,535千円
 

 
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

　当社グループは、グループ通算制度を適用しており、グループ通算制度適用会社ごとに、「繰延税金資産の回収可能

性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）等に準拠して、将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に

基づく課税所得に基づき繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

 
②主要な仮定

　将来の課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としており、当該事業計画の主要な仮定は、和装店舗運営事業の

受注高の見積りであります。

 
③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提となった、和装店舗運営

事業の受注高について見積りにおける仮定よりも実績が大きく下回った場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表にお

いて繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

 
(表示方法の変更)

(連結貸借対照表関係)
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　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資その他の資産」の「投資有価証券」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」に表示していた「投資有価証券」0

千円、「その他」18,006千円は、「その他」18,006千円として組み替えております。

 
(追加情報)

（従業員向け株式給付信託）

　当社は、幹部社員のインセンティブ・プランの一環として、中長期的な業績の向上及び企業価値の増大への貢献意

識や士気をこれまで以上に高めることを目的として、「株式給付型ＥＳＯＰ」（以下、「本制度」という。）を導入

しております。

(1) 取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社取締役会で定める株式給付規

程（以下、「株式給付規程」という。）に基づき、一定の要件を満たした幹部社員に対し当社株式を給付する仕組み

です。当社は、幹部社員に対し、株式給付規程に基づき業績達成度等に応じてポイントを付与し、一定の受益者要件

を満たした場合には、当該付与ポイントに相当する当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭を給付します。なお、

要件によらず、特別にポイントを付与することがあります。

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。前連結会計年度末及び当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

77,988千円、351,300株であります。
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(連結貸借対照表関係)

 

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

商品及び製品 1,460,648千円 1,525,236千円
 

 

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

短期借入金 1,300,000千円 1,300,000千円
 

 

 
※２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約及び借入金未実行残高等はそれぞれ次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

当座貸越極度額の総額 4,700,000千円 4,700,000千円

借入実行残高 100,000 100,000

差引額 4,600,000 4,600,000
 

 

 
(連結損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解

した情報」に記載しております。

 
※２　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

広告宣伝費 737,849千円 641,536千円

販売促進費 306,934 367,931 

給与手当 1,957,650 1,966,663 

減価償却費 68,696 93,537 

賃借料 817,783 823,229 

賞与引当金繰入額 74,000 119,100 

退職給付費用 11,257 30,950 
 

 

※３　減損損失

　前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(1)　減損損失を認識した資産グループの概要

 場所 用途 種類

銀座店　　他28店 東京都中央区　　他28店 店舗 建物、その他
 

(2)　減損損失の認識に至った経緯

上記店舗については、収益性の低下が認められるため、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上いたしました。

(3)　減損損失の金額

 建物 その他 合計
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北海道地区　１店舗 2,860千円 411千円 3,272千円

東北地区　　３店舗 7,859 ― 7,859

関東地区　　11店舗 90,165 1,096 91,261

中部地区　　７店舗 23,763 ― 23,763

近畿地区　　２店舗 8,635 ― 8,635

中国地区　　２店舗 27,848 1,017 28,865

四国地区　　１店舗 2,392 ― 2,392

九州地区　　２店舗 3,943 ― 3,943

計 167,468 2,525 169,993
 

(4)　資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位に資産のグルーピングを行っております。

(5)　回収可能額の算定方法

当資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスで

あるため、回収可能額はゼロとして評価しております。

 
　当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(1)　減損損失を認識した資産グループの概要

 場所 用途 種類

和装店舗運営事業 大阪府大阪市　他５店、その他 店舗、事業用資産 建物、その他

その他事業 東京都新宿区　他10店、その他 店舗、事業用資産 建物、その他
 

(2)　減損損失の認識に至った経緯

上記事業については、収益性の低下が認められるため、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上いたしました。

(3)　減損損失の金額

  建物 その他 合計

和装店舗
運営事業

関東地区　　２店舗、事業用資産 3,844千円 10,532千円 14,376千円

中部地区　　１店舗 16,427 898 17,326

近畿地区　　２店舗 21,808 252 22,061

九州地区　　１店舗 9,339 143 9,483

その他
事業

北海道地区　３店舗 3,290 3,300 6,591

関東地区　　３店舗、事業用資産 54,919 23,800 78,720

近畿地区　　１店舗 31,812 6,011 37,824

四国地区　　１店舗 4,550 1,451 6,001

九州地区　　３店舗 ― 5,478 5,478

計 145,994 51,870 197,864
 

(4)　資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位に資産のグルーピングを行っております。

(5)　回収可能額の算定方法

当資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスで

あるため、回収可能額はゼロとして評価しております。
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 (連結株主資本等変動計算書関係)

 

前連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 15,498,200 ― ― 15,498,200
 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,700,039 50 42,500 3,657,589
 

 

（注）１．当連結会計年度末の自己株式数には、信託が保有する自社の株式が351,300株含まれております。

２．（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 　　　　       50株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分による減少 　 42,500株

 
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年６月28日
定時株主総会

普通株式 36,448 ３ 2021年３月31日 2021年６月29日

2021年11月10日
取締役会

普通株式 36,575 ３ 2021年９月30日 2021年11月30日
 

(注) １．2021年６月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付型ＥＳＯＰ」が保有する当社株式に

対する配当金1,053千円が含まれております。

２．2021年11月10日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付型ＥＳＯＰ」が保有する当社株式に対す

る配当金1,053千円が含まれております。

 
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 36,575 ３ 2022年３月31日 2022年６月27日
 

(注) 2022年６月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付型ＥＳＯＰ」が保有する当社株式に対す

る配当金1,053千円が含まれております。
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当連結会計年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 15,498,200 ― 3,000,000 12,498,200
 

（注）（変動事由の概要）

減少数の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　　　　　　　3,000,000 株

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,657,589 670,050 3,040,800 1,286,839
 

 

（注）１．当連結会計年度末の自己株式数には、信託が保有する自社の株式が351,300株含まれております。

２．（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　　　50 株

自己株式の取得による増加　　　　　　　　　　　　　　　 670,000 株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　　　　　　 3,000,000 株

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少　　　　40,800 株

 
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 36,575 ３ 2022年３月31日 2022年６月27日

2022年11月８日
取締役会

普通株式 34,688 ３ 2022年９月30日 2022年11月30日
 

(注) １．2022年６月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付型ＥＳＯＰ」が保有する当社株式に

対する配当金1,053千円が含まれております。

２．2022年11月８日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付型ＥＳＯＰ」が保有する当社株式に対す

る配当金1,053千円が含まれております。

 
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 34,687 ３ 2023年３月31日 2023年６月27日
 

(注) 2023年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付型ＥＳＯＰ」が保有する当社株式に対す

る配当金1,053千円が含まれております。

 
 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

現金及び預金勘定 3,969,107千円 3,233,672千円

信託預金 △6,468 △7,476

現金及び現金同等物 3,962,639 3,226,196
 

 

 
 
２　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、次のとおりであります。
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前連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産及び債務の額

18,538千円 51,886千円
 

 
３　重要な資産除去債務の計上額は、次のとおりであります。

　

 
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

重要な資産除去債務の計上額 166,532千円 14,113千円
 

 
(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

・有形固定資産 

主として、営業用設備であります。

②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減価

償却方法」に記載のとおりであります。

 

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

１年内 143,099千円 163,712千円

１年超 205,946〃 231,425〃

合計 349,045千円 395,138千円
 

 
 

(金融商品関係)

 

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については主に預金を用いており、また、資金調達については銀行借入による方針で

す。また、デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、信販会社によるショッピングクレジットを利

用することにより、信用リスクの低減を図っております。

　差入保証金は、㈱京都きもの友禅友の会において割賦販売法に基づき法務局へ供託している供託金であり、信用

リスクに晒されておりません。

　敷金及び保証金は、賃貸借店舗の差入敷金であり、移転・退店時の敷金回収については貸主の信用リスクに晒さ

れていますが、貸主毎の格付信用情報等を適時確認することにより信用リスクを把握することとしております。

　営業債務である買掛金は、全て１ヶ月以内の支払期日であります。

　短期借入金の使途は、主に運転資金であり、返済期日は３か月から１年後となっております。

　リース債務は、主に営業用設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は連結決算日後、最長

で５年であります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式

等は次表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表価額は、前連結会計年度0千円、当連結会計年度

0千円であります。また、「現金及び預金」「買掛金」「短期借入金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似することから、注記を省略しております。

前連結会計年度（2022年３月31日）

 連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1)売掛金 2,878,891 ― ―

  前受収益 (496,111)   

  差額 2,382,779 2,155,680 △227,099

(2)差入保証金 1,655,200 1,656,740 1,540

(3)敷金及び保証金 695,883 688,203 △7,679

(4)リース債務 (26,149) (25,741) △408
 

（※）　負債に計上されているものは（　）で示しております。

当連結会計年度（2023年３月31日）

 連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1)売掛金 2,781,214 ― ―

  前受収益 (417,652)   

  差額 2,363,562 2,084,832 △278,730

(2)差入保証金 1,605,250 1,607,756 2,506

(3)敷金及び保証金 706,546 695,594 △10,951

(4)リース債務 (66,736) (65,758) △977
 

（※）　負債に計上されているものは（　）で示しております。
 
 

（注１）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2022年３月31日）

 １年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

現金及び預金 3,969,107 ―

売掛金 1,143,695 1,735,195

合計 5,112,803 1,735,195
 

 

当連結会計年度（2023年３月31日）

 １年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

現金及び預金 3,233,672 ―

売掛金 1,094,203 1,686,625

合計 4,327,876 1,686,625
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（注２）リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2022年３月31日）

 １年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

短期借入金 1,400,000 ― ― ― ―

リース債務 8,138 5,719 5,928 4,557 1,806

合計 1,408,138 5,719 5,928 4,557 1,806
 

当連結会計年度（2023年３月31日）

 １年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

短期借入金 1,400,000 ― ― ― ―

リース債務 23,636 24,475 15,222 3,163 239

合計 1,423,636 24,475 15,222 3,163 239
 

 
 
３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

　　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　　　該当事項はありません。

 
(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2022年３月31日）

 区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1)売掛金     
  前受収益     

  差額 ― 2,155,680 ― 2,155,680

(2)差入保証金 ― 1,656,740 ― 1,656,740

(3)敷金及び保証金 ― 688,203 ― 688,203

(4)リース債務 ― (25,741) ― (25,741)
 

 
当連結会計年度（2023年３月31日）

 区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1)売掛金     
  前受収益     

  差額 ― 2,084,832 ― 2,084,832

(2)差入保証金 ― 1,607,756 ― 1,607,756

(3)敷金及び保証金 ― 695,594 ― 695,594

(4)リース債務 ― (65,758) ― (65,758)
 

 
 
 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
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　(1)売掛金

割賦販売斡旋業務に係る売掛金は、決済までの期間、及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値

により算定しており、その時価をレベル２に分類しております。それ以外は短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

　(2)差入保証金

㈱京都きもの友禅友の会において、割賦販売法に基づき法務局へ供託している供託金であります。会員預り金の

標準利用期間、及びリスクフリーレートにより割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２に分

類しております。

　(3)敷金及び保証金

預託先毎に返還までの期間、及び格付会社の信用格付等に基づく信用リスクを加味した利率により割り引いた現

在価値により算定しており、その時価をレベル２に分類しております。

　(4)リース債務

リース債務の時価は、同一の残存期間で同条件のリースを締結する場合の金利を用いて、元利金の合計額を割り

引く方法によっており、その時価をレベル２に分類しております。

 
 

(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度（2022年３月31日）

非上場株式（連結貸借対照表計上額0千円）は、市場価格がない株式等であることから記載しておりません。

 
当連結会計年度（2023年３月31日）

非上場株式（連結貸借対照表計上額0千円）は、市場価格がない株式等であることから記載しておりません。

 
 

２　売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

区分
売却額
 (千円)

売却益の合計額
 (千円)

売却損の合計額
 (千円)

株式 600 600 ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 600 600 ―
 

 
当連結会計年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

区分
売却額
 (千円)

売却益の合計額
 (千円)

売却損の合計額
 (千円)

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 ― ― ―
 

 
３　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について40,094千円（その他有価証券の株式40,094千円）減損処理を行っ

ております。

当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出年金制度を採用しております。

 

２．確定拠出制度に係る退職給付費用の額

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度4,791千円、当連結会計年度13,559千円であり

ます。

 
 

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

繰延税金資産   

 税務上の繰越欠損金（注）２ 892,966千円 1,181,448千円

　未払事業税 18,775 19,224

　賞与引当金 26,424 41,196

　減損損失 44,053 107,311

　資産除去債務 149,669 144,482

　契約負債 56,874 25,803

　その他 34,545 34,609

　繰延税金資産小計 1,223,310 1,554,076

 税務上の繰越欠損金に係る評価
性引当額（注）２

△888,965 △1,170,319

 将来減算一時差異等の合計に係
る評価性引当額

△268,732 △321,246

　評価性引当額小計（注）１ △1,157,697 △1,491,565

　繰延税金資産合計 65,613 62,510

繰延税金負債   

　未収事業税 △5,148 ―

　資産除去債務対応資産 △27,960 △12,975

　繰延税金負債合計 △33,108 △12,975

繰延税金資産（負債）純額 32,504 49,535
 

 
(注) １．評価性引当額が333,868千円増加しております。この増加の主な内容は、減損損失及び賞与引当金が増加

し、契約負債が減少したこと等によるものであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2022年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) ― ― ― ― ― 892,966 892,966

評価性引当額 ― ― ― ― ― △888,965 △888,965

繰延税金資産 ― ― ― ― ― 4,001 　　4,001
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
当連結会計年度（2023年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) ― ― ― ― 851,030 330,418 1,181,448

評価性引当額 ― ― ― ― △839,901 △330,418 △1,170,319

繰延税金資産 ― ― ― ― 11,129 ― 　　 11,129
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
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主要な項目別の内訳

　　　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 
３　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社及び連結子会社は、当連結会計年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制

度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人

税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 
 

(資産除去債務関係)

 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

当社は、営業店舗の不動産賃貸借契約に基づき、店舗の移転・退店時における原状回復に係る債務を資産除去債

務として認識し、計上しております。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

店舗の使用見込み期間を主に10年と見積り、割引率は当該使用見込み期間に見合う国債の流通利回りを使用して

資産除去債務の金額を計算しております。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

前連結会計年度において、資産の除去時点において必要とされる除去費用が、固定資産取得時における見積額を

大幅に超過する見込みであることが明らかになったことから、変更前の資産除去債務残高に147,349千円加算してお

ります。なお、割引率は(2)に記載のとおりです。資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

期首残高 276,315千円 420,161千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 18,818 13,870

時の経過による調整額 365 242

見積りの変更による増加額 147,349 ―

資産除去債務の履行による減少額 △22,688 △16,575

期末残高 420,161 417,698
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(収益認識関係)

 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

  (単位：千円)

 

 報告セグメント

その他 合計
和装店舗
運営事業

その他事業 計

和装売上高 7,845,874 ― 7,845,874 ― 7,845,874

金融売上高 91,738 ― 91,738 ― 91,738

写真売上高 ― 134,823 134,823 ― 134,823

その他 ― 119,321 119,321 ― 119,321

顧客との契約から生じる収益 7,937,612 254,144 8,191,756 ― 8,191,756

その他の収益 292,677 ― 292,677 ― 292,677

外部顧客への売上高 8,230,290 254,144 8,484,434 ― 8,484,434
 

 

　当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

  (単位：千円)

 

 報告セグメント

その他 合計
和装店舗
運営事業

その他事業 計

和装売上高 7,637,099 ― 7,637,099 ― 7,637,099

金融売上高 83,699 ― 83,699 ― 83,699

写真売上高 ― 173,991 173,991 ― 173,991

その他 ― 158,075 158,075 ― 158,075

顧客との契約から生じる収益 7,720,798 332,067 8,052,866 ― 8,052,866

その他の収益 276,952 ― 276,952 ― 276,952

外部顧客への売上高 7,997,751 332,067 8,329,818 ― 8,329,818
 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項）　４　会計方針に関する事項　(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

（1）契約負債の残高等

  (単位：千円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

契約負債（期首残高） 375,754 279,540

契約負債（期末残高） 279,540 250,541
 

　契約負債は、主に、振袖の販売もしくはレンタルした顧客に付与している「成人式当日の着付ヘアメイク特典」、着

物販売時に表面撥水加工の「ソフトガード加工」を購入した顧客に付与している「５年間クリーニング無料特典」に関

するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

　前連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、235,559千円であります。

また、当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、141,494千円でありま

す。

　当連結会計年度に計上された前受金残高のうち564,761千円は、当社グループが顧客から受け取った商品代金のうち、

期末時点において未出荷にかかる残高であり、商品の出荷時に収益が計上されるとともに、一部が契約負債として残存

履行義務に配分されます。
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（2）残存履行義務に配分した取引価格

　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

  (単位：千円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

１年以内 102,604 102,125

１年超２年以内 54,063 46,324

２年超３年以内 44,438 33,308

３年超 78,433 68,783

合計 279,540 250,541
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、本社に営業統括を置き、和装店舗運営事業を中心に事業活動を展開しており、「和装店舗運営

事業」、「その他事業」を報告セグメントとしております。

　「和装店舗運営事業」は、呉服を主とし、それに関連する宝飾品等の販売及び割賦販売業務を行っております。

「その他事業」は、和装店舗運営事業に付随した事業として、写真スタジオ事業、ＥＣ事業、ネイルサロン事業等

を行っております。

 

　２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

 

　３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）　

    (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注）１、３

連結財務諸表
計上額
（注）２和装店舗運営事業 その他事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 8,230,290 254,144 8,484,434 ― 8,484,434

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 8,230,290 254,144 8,484,434 ― 8,484,434

セグメント利益
又は損失（△）

598,322 △75,515 522,807 △518,453 4,353

セグメント資産 10,016,723 228,163 10,244,886 1,612,273 11,857,160

その他の項目      

  減価償却費 19,041 15,767 34,809 38,266 73,076

　減損損失 169,993 ― 169,993 ― 169,993

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

16,094 135,272 151,366 21,287 172,653
 

(注) １　セグメント利益の調整額△518,453千円は本社管理費であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　 ３　セグメント資産の調整額1,612,273千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。
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当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）　

    (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
（注）１、３

連結財務諸表
計上額
（注）２和装店舗運営事業 その他事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 7,997,751 332,067 8,329,818 ― 8,329,818

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 7,997,751 332,067 8,329,818 ― 8,329,818

セグメント利益
又は損失（△）

326,190 △80,004 246,185 △532,528 △286,343

セグメント資産 9,205,894 121,140 9,327,035 1,571,122 10,898,157

その他の項目      

  減価償却費 31,242 29,354 60,597 41,243 101,840

　減損損失 63,248 134,616 197,864 ― 197,864

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

84,852 46,659 131,512 26,818 158,331
 

(注) １　セグメント利益の調整額△532,528千円は本社管理費であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　 ３　セグメント資産の調整額1,571,122千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1)売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

当連結会計年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1)売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

　　　該当事項はありません。

 

(開示対象特別目的会社関係)

　　　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 

項目
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

１株当たり純資産額 404.37円 366.71円

１株当たり当期純損失（△） △15.66円 △41.46円
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　「株式給付型ＥＳＯＰ」制度において信託口が保有する当社の普通株式を、１株当たり純資産額の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（前連結会計年度351,300株、当連結会計年度

351,300株）。また、１株当たり当期純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に

含めております（前連結会計年度351,300株、当連結会計年度351,300株）。

３　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純損失（△）(千円) △185,183 △468,978

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失
（△）(千円)

△185,183 △468,978

普通株式の期中平均株式数(株) 11,823,645 11,310,741
 

(注) ４　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,788,007 4,111,265

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 4,788,007 4,111,265

普通株式の発行済株式数(株) 15,498,200 12,498,200

普通株式の自己株式数(株) 3,657,589 1,286,839

１株当たり純資産の算定に用いられた期末の

普通株式の数(株)
11,840,611 11,211,361

 

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,400,000 1,400,000 1.1 ―

１年以内に返済予定のリース債務 8,138 23,636 3.5 ―

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

18,011 43,100 3.6
 2024年４月１日～
 2027年６月30日

合計 1,426,149 1,466,736 ― ―
 

(注)　１.「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 ２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額

 

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

リース債務 24,475 15,222 3,163 239
 

 
 
【資産除去債務明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

不動産賃貸借契約に
伴う原状回復義務

420,161 14,113 16,575 417,698
 

 

(2) 【その他】

 

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 1,953,217 4,338,748 6,569,352 8,329,818

税金等調整前四半期純利益
又は税金等調整前四半期
（当期）純損失（△）

(千円) △122,973 △48,392 16,393 △467,403

親会社株主に帰属する四半期
純利益又は親会社株主に帰属
する四半期（当期）純損失
（△）

(千円) △125,222 △53,218 7,268 △468,978

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期（当期）
純損失（△）

(円) △10.81 △4.66 0.64 △41.46

 

 
(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益又は
１株当たり
四半期純損失（△）

(円) △10.81 6.41 5.40 △42.48
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,380,516 1,395,725

  売掛金 2,163,688 1,195,515

  前払費用 30,700 18,415

  関係会社未収入金 45,702 28,006

  関係会社営業未収入金 47,289 53,405

  関係会社短期貸付金 1,600,000 2,450,000

  その他 51,095 20,123

  貸倒引当金 － △410,705

  流動資産合計 5,318,991 4,750,486

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 18,879 16,518

   工具、器具及び備品 13,036 3,522

   その他 2,818 15,726

   有形固定資産合計 34,734 35,768

  無形固定資産   

   ソフトウエア 52,290 37,003

   その他 12,262 3,715

   無形固定資産合計 64,553 40,718

  投資その他の資産   

   関係会社株式 345,985 236,640

   長期前払費用 7,325 6,473

   敷金及び保証金 38,694 38,694

   繰延税金資産 1,653 13,209

   その他 3,001 1,993

   投資その他の資産合計 396,659 297,011

  固定資産合計 495,947 373,497

 資産合計 5,814,939 5,123,983
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※1,※2  1,400,000 ※1,※2  1,400,000

  リース債務 4,239 8,617

  未払金 28,756 14,867

  関係会社未払金 53,253 34,882

  未払費用 253 349

  未払法人税等 17,681 290

  預り金 1,831 1,643

  賞与引当金 4,000 5,100

  流動負債合計 1,510,015 1,465,750

 固定負債   

  リース債務 3,648 12,110

  株式給付引当金 4,995 4,995

  資産除去債務 29,527 29,533

  固定負債合計 38,171 46,638

 負債合計 1,548,186 1,512,388

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,215,949 100,000

  資本剰余金   

   資本準備金 304,000 304,000

   その他資本剰余金 940,245 －

   資本剰余金合計 1,244,245 304,000

  利益剰余金   

   利益準備金 275,125 275,125

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 4,559,317 3,697,761

   利益剰余金合計 4,834,442 3,972,886

  自己株式 △3,027,884 △765,291

  株主資本合計 4,266,752 3,611,594

 純資産合計 4,266,752 3,611,594

負債純資産合計 5,814,939 5,123,983
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当事業年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

営業収益   

 売上高 3,872,196 －

 経営指導料 ※1  257,940 ※1  589,200

 営業収益合計 4,130,136 589,200

営業費用   

 売上原価 1,448,481 －

 営業費用合計 1,448,481 －

売上総利益 2,681,654 589,200

販売費及び一般管理費 ※1、※2  2,920,875 ※1、※2  509,382

営業利益又は営業損失（△） △239,221 79,817

営業外収益   

 受取利息 11 9

 助成金収入 23,144 －

 受取保険金 4,300 －

 受取事務手数料 ※1  5,672 －

 関係会社受取利息 604 ※1  28,477

 雑収入 5,191 473

 営業外収益合計 38,924 28,959

営業外費用   

 支払利息 6,108 15,567

 支払手数料 6,000 2,000

 支払保証料 ※1  2,933 ※1  6,076

 雑損失 1,710 1,812

 営業外費用合計 16,752 25,456

経常利益又は経常損失（△） △217,049 83,321

特別利益   

 投資有価証券売却益 600 －

 特別利益合計 600 －

特別損失   

 固定資産除却損 0 1,166

 関係会社株式評価損 － 109,345

 貸倒引当金繰入額 － 410,705

 和解金 2,500 －

 減損損失 － 292

 投資有価証券評価損 40,094 －

 特別損失合計 42,595 521,509

税引前当期純損失（△） △259,044 △438,188

法人税、住民税及び事業税 7,521 20,762

法人税等調整額 △10,649 △11,556

法人税等合計 △3,128 9,205

当期純損失（△） △255,916 △447,393
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2021年４月１日　至 2022年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余

金
利益剰余金合計

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,215,949 304,000 967,105 1,271,105 275,125 5,183,617 5,458,742

会計方針の変更によ

る累積的影響額
     △295,359 △295,359

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,215,949 304,000 967,105 1,271,105 275,125 4,888,257 5,163,382

当期変動額        

剰余金の配当      △73,024 △73,024

当期純損失（△）      △255,916 △255,916

減資        

自己株式の取得        

自己株式の処分   △26,860 △26,860    

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 － － △26,860 △26,860 － △328,940 △328,940

当期末残高 1,215,949 304,000 940,245 1,244,245 275,125 4,559,317 4,834,442
 

 

 

株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △3,065,784 4,880,013 4,880,013

会計方針の変更によ

る累積的影響額
 △295,359 △295,359

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△3,065,784 4,584,653 4,584,653

当期変動額    

剰余金の配当  △73,024 △73,024

当期純損失（△）  △255,916 △255,916

減資    

自己株式の取得 △10 △10 △10

自己株式の処分 37,910 11,050 11,050

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  －

当期変動額合計 37,899 △317,900 △317,900

当期末残高 △3,027,884 4,266,752 4,266,752
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 当事業年度(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余

金
利益剰余金合計

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,215,949 304,000 940,245 1,244,245 275,125 4,559,317 4,834,442

会計方針の変更によ

る累積的影響額
       

当期変動額        

剰余金の配当      △71,263 △71,263

当期純損失（△）      △447,393 △447,393

減資 △1,115,949  1,115,949 1,115,949    

自己株式の取得        

自己株式の消却   △2,056,194 △2,056,194  △319,805 △319,805

自己株式の処分      △23,092 △23,092

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 △1,115,949 － △940,245 △940,245 － △861,555 △861,555

当期末残高 100,000 304,000 － 304,000 275,125 3,697,761 3,972,886
 

 

 

株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △3,027,884 4,266,752 4,266,752

会計方針の変更によ

る累積的影響額
   

当期変動額    

剰余金の配当  △71,263 △71,263

当期純損失（△）  △447,393 △447,393

減資    

自己株式の取得 △145,027 △145,027 △145,027

自己株式の消却 2,376,000   

自己株式の処分 31,620 8,527 8,527

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  －

当期変動額合計 2,262,592 △655,157 △655,157

当期末残高 △765,291 3,611,594 3,611,594
 

 

EDINET提出書類

株式会社ＹＵ－ＷＡ　Ｃｒｅａｔｉｏｎ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ(E03320)

有価証券報告書

68/84



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 関係会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

　

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 （リース資産を除く）

定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備については定額法)

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法

　

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 株式給付引当金

株式給付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上

しております。

 
 
４　重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足につれて収益を認識する。

 
　当社は、事業を行っているグループ各社に対して経営指導・管理業務等を行っております。顧客であるグルー

プ各社に対して一定期間、適時に経営指導・管理業務等を行う履行義務を負っており、当該一定期間が経過する

につれて履行義務が充足されるものと判断しており、一定期間にわたり経営管理料として収益を計上しておりま

す。

　取引の対価は、収益を計上した翌月に受領しております。
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５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　グループ通算制度の適用

当社では、グループ通算制度を適用しております。

 
 

（重要な会計上の見積り）

関係会社株式の評価及び関係会社貸付金の評価

（1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

関係会社株式 345,985 千円 236,640千円

関係会社株式評価損 ― 〃 109,345〃

関係会社短期貸付金 1,600,000 〃 2,450,000〃

貸倒引当金 ― 〃 410,705〃
 

 
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　①算出方法

関係会社株式については、取得価額をもって貸借対照表価額としておりますが、関係会社の財政状態の悪化によ

り実質価額が著しく低下したときは相当の減額を行い、当期の損失として処理しております。また、債務超過の関

係会社については、投融資先の財政状態及び経営成績を考慮して純資産の回復可能性が合理的に見込めない場合に

は、当該関係会社に対する債権について貸倒引当金を計上しております。

当事業年度においては京都きもの友禅株式会社が債務超過となったため、関係会社株式について109,345千円の関

係会社株式評価損を計上しております。また、当該関係会社に対する関係会社短期貸付金2,450,000千円に対し、貸

倒引当金410,705千円を計上しております。

②主要な仮定

関係会社の純資産の回復可能性の判断については、関係会社の過年度における損益の状況、債務超過の程度、翌

事業年度の予算などを考慮しております。翌事業年度の予算における主要な仮定は受注高の見積りであります。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

関係会社の業績が想定を超えて回復又は悪化した場合には、引当金の戻入、評価損や引当金の追加計上が発生す

る可能性があり、翌事業年度以降の財務諸表に影響を与える可能性があります。

 
 

(表示方法の変更)

(貸借対照表関係)

　前事業年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めて表示しておりました「繰延税金資産」は、金額

的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、

前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた4,654千円は、

「繰延税金資産」1,653千円、「その他」3,001千円として組み替えております。

 
　前事業年度において、独立掲記しておりました「投資その他の資産」の「投資有価証券」は、金額的重要性が乏し

くなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事

業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」に表示していた「投資有価証券」0千円、

「その他」3,001千円は、「その他」3,001千円として組み替えております。

 
(追加情報)

（従業員向け株式給付信託）

　連結財務諸表「注記事項（追加情報）（従業員向け株式給付信託）」に記載のとおりです。
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(貸借対照表関係)

 ※１　担保資産及び担保付債務

関係会社の資産を担保に差入れております。対象資産は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

商品及び製品 1,460,648千円 1,525,236千円
 

 
対応債務は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

短期借入金 1,300,000千円 1,300,000千円
 

 
 
 ※２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約及び借入金未実行残高等はそれぞれ次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

当座貸越極度額の総額 4,700,000千円 4,700,000千円

借入実行残高 100,000 100,000

差引額 4,600,000 4,600,000
 

 

 
(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引高

 

 
前事業年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

営業取引による取引高   

　営業収益 257,940千円 589,200千円

　販売費及び一般管理費 48,727 101,838

営業取引以外の取引による取引高 11,520 34,554
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※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

広告宣伝費 413,888千円 194千円

販売促進費 152,979 0 

給与手当 1,045,772 139,122 

減価償却費 49,721 41,291 

賃借料 432,874 54,587 

賞与引当金繰入額 4,000 5,100 

退職給付費用 798 2,504 
 

 

おおよその割合

販売費 80％ 0％

一般管理費 20 100
 

 

（注）当社は、2021年10月１日付で持株会社体制へ移行しているため、同日以降に生じる費用については、

「一般管理費」として計上しております。

 
(有価証券関係)

　関係会社株式で時価のあるものはありません。

　　(注)市場価格のない株式等の関係会社株式の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 2022年３月31日 2023年３月31日

関係会社株式 345,985 236,640

計 345,985 236,640
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当事業年度

(2023年３月31日)

繰延税金資産   

　税務上の繰越欠損金 889,397千円 1,063,338千円

　賞与引当金 1,224 1,764

　減損損失 ― 100

　資産除去債務 9,041 10,215

　会社分割による関係会社株式調整額 248,419 280,627

　関係会社株式 ― 37,822

　貸倒引当金 ― 142,062

　その他 22,289 25,731

　繰延税金資産小計 1,170,372 1,561,663

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引
当額

△885,396 △1,052,209

 将来減算一時差異等の合計に係る評
価性引当額

△279,321 △492,295

　評価性引当額小計 △1,164,718 △1,544,504

　繰延税金資産合計 5,654 17,158

繰延税金負債   

　資産除去債務対応資産 △4,001 △3,949

　繰延税金負債合計 △4,001 △3,949

繰延税金資産（負債）純額 1,653 13,209
 

 

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　　　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 
３　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の

会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 
(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「第５　経理の状況　２　財務諸表等　（１）

財務諸表　注記事項（重要な会計方針）　４　重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）　

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 18,879 ― ― 2,360 16,518 41,070

 
工具、器具及び
備品

13,036 ― ― 9,514 3,522 154,071

 リース資産 2,818 19,067 ― 6,159 15,726 18,228

 計 34,734 19,067 ― 18,034 35,768 213,370

無形固定資産 ソフトウェア 52,290 7,750
1,205
(38)

21,833 37,003 72,002

 その他 12,262 ―
7,122
 (254)

1,424 3,715 3,833

 計 64,553 7,750
8,327
 (292)

23,257 40,718 75,835
 

（注）１　建物の当期増加額は、主として移転出店に伴う内部造作であります。

２　当期減少額の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 ３　ソフトウェアの当期増加額は、和装ホームページコンテンツ追加に係るシステム構築費であります。

 
【引当金明細表】

（単位：千円）

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 ― 410,705 ― 410,705

賞与引当金 4,000 5,100 4,000 5,100

株式給付引当金 4,995 ― ― 4,995
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の
基準日

９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の
買取り・売渡し

 

　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

　取次所 ─

　買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告といたします。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行い
ます。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　https://www.yuwa-holdings.co.jp/

株主に対する特典
毎年９月末及び３月末現在の株主名簿に記載又は記録された100株以上保有の株主に対
し、一律１枚の当社買物10％割引券を贈呈しております。

 

(注)　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第51期（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）2022年６月27日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第51期（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）2022年６月27日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第52期第１四半期（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）2022年８月10日関東財務局長に提出。

第52期第２四半期（自　2022年７月１日　至　2022年９月30日）2022年11月11日関東財務局長に提出。

第52期第３四半期（自　2022年10月１日　至　2022年12月31日）2023年２月10日関東財務局長に提出。

 
(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく

臨時報告書

2022年６月27日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に著しい影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書

2023年５月10日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４(監査公認会計士等の異動)の規定に基づく臨時報告書

2023年５月10日関東財務局長に提出。

 
(5) 自己株券買付状況報告書

2022年８月１日関東財務局長に提出。

2022年８月２日関東財務局長に提出。

2022年９月１日関東財務局長に提出。

2022年10月３日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

２０２３年６月２６日

株式会社YU-WA Creation Holdings

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福　井　　聡  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　川　高　史  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社YU-WA Creation Holdingsの２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社YU-WA Creation Holdings及び連結子会社の２０２３年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

EDINET提出書類

株式会社ＹＵ－ＷＡ　Ｃｒｅａｔｉｏｎ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ(E03320)

有価証券報告書

78/84



 

固定資産の減損の兆候（判定）

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は、２０２３年３月３１日現在、連結貸借対照表
上、有形固定資産を１１０，００５千円、無形固定資産
を５６，８３９千円計上している。また、連結損益計算
書上、減損損失を１９７，８６４千円計上している。
注記事項（重要な会計上の見積り）に記載されている

とおり、会社の連結子会社である京都きもの友禅株式会
社では、和装店舗運営事業・写真スタジオ事業・ネイル
サロン事業についてはキャッシュ・フローを生み出す最
小単位として店舗を基本単位に資産のグルーピングを
行っている。
減損の兆候の判定に当たり、管理会計上の店舗別事業

別の受注高を基礎に本社費等の間接費を各店舗等に配賦
している。
一部の店舗等で営業活動から生ずる損益がマイナスと

なったため、過年度の営業活動から生ずる損益の状況と
翌期以降の店舗別の事業計画を考慮して、減損の兆候を
認識している。
減損の兆候があった店舗については、収益性の低下が

認められるため、その帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上してい
る。当資産グループの回収可能価額は、使用価値により
測定しているが、将来キャッシュ・フローがマイナスで
あるため、回収可能額はゼロとして評価している。
以上より、店舗固定資産の減損の兆候判定において

は、本社費の配賦計算を誤ることにより減損の兆候の判
定を誤る可能性があることから、当監査法人は当該事項
を監査上の主要な検討事項と判断した。

当監査法人は、店舗資産等の減損損失の検討に当た
り、主として以下の監査手続を実施した。
・　固定資産の使用範囲又は方法について回収可能価額
を著しく低下させる変化を生じさせるような意思決定
や経営環境の著しい悪化に該当する事象が発生したか
どうかについて、経営者等への質問や取締役会等の議
事録の閲覧を実施した。

・　減損の兆候判定における店舗別の営業損益の算定に
当たり、本社費等の間接費の集計と配賦については、
配賦計算のロジックについて質問し、計算結果につい
て計算調べを行った。また、本社部門に係る費用に関
しては、サンプリングにより計上仕訳について根拠証
憑との突合を行った。

・　減損の兆候判定における翌期の店舗別の予算につい
て、４月の受注高予算と実績を比較した。

・　減損の兆候が識別された店舗及び事業について、将
来キャッシュ・フローがマイナスであるため、回収可
能額はゼロとして減損損失を認識する会社の判定結果
を評価した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

EDINET提出書類

株式会社ＹＵ－ＷＡ　Ｃｒｅａｔｉｏｎ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ(E03320)

有価証券報告書

79/84



・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社YU-WA Creation

Holdingsの２０２３年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社YU-WA Creation Holdingsが２０２３年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうか

について合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す

ることにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 
 

※　１ 上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

２０２３年６月２６日

株式会社YU-WA Creation Holdings

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福　井　　聡  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　川　高　史  

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社YU-WA Creation Holdingsの２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの第５２期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社YU-WA Creation Holdingsの２０２３年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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関係会社株式等の評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は、２０２３年３月３１日現在、貸借対照表上、
関係会社株式を２３６，６４０千円、関係会社短期貸付
金を２，４５０，０００千円、貸倒引当金を△４１０，
７０５千円計上している。また、損益計算書上、関係会
社株式評価損を１０９，３４５千円、貸倒引当金繰入額
を４１０，７０５千円計上している。
会社は、持株会社としてグループ内の関係会社を統括

している。
注記事項（重要な会計上の見積り）に記載されている

とおり、関係会社株式については、取得原価をもって貸
借対照表価額としており、関係会社の財政状態の悪化に
より実質価額が著しく低下したときは、相当の減額を行
い、当期の損失として処理している。また、債務超過の
関係会社については、投融資先の財政状態及び経営成績
を考慮して純資産の回復可能性が合理的に見込めない場
合には、当該関係会社に対する債権について貸倒引当金
を計上している。当事業年度においては京都きもの友禅
株式会社が債務超過となったため、関係会社株式につい
て１０９，３４５千円の関係会社株式評価損を計上して
いる。また、当該関係会社に対する関係会社短期貸付金
２，４５０，０００千円に対し、貸倒引当金４１０，７
０５千円を計上している。
以上より、債務超過の関係会社における純資産の回復

可能性については経営者による判断が必要となることか
ら、当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討事項と
判断した。

当監査法人は、関係会社株式及び関係会社貸付金の評
価を検討するに当たり、主として以下の監査手続を実施
した。
・　関係会社株式等の評価に関する会社の内部統制の整
備及び運用状況について評価した。

・　関係会社の予算を入手し、経営者等に関係会社の純
資産の回復可能性について質問を実施した。

・　会社の取締役会等の議事録を閲覧及び経営者等への
質問により、関係会社の経営環境及び財政状態の悪化
を示唆するような情報の有無について検討した。

・　関係会社株式評価損の計上額について、再計算を実
施した。

・　関係会社短期貸付金に対する貸倒引当金の計上額に
ついて、債務超過相当額との整合性を確かめた。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 

 

※　１ 上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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